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午前１０時００分 開議

○議長（馬場騎一君） 出席議員は定足数に

達しておりますので、２日目の本会議を開き

ます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 議案第９４号及び

日程第２ 議案第９５号

○議長（馬場騎一君） 日程第１ 議案第９

４号及び日程第２ 議案第９５号の２議案を

一括上程します。

この議案は、昨日、当局より追加議案とし

て提出されたものであります。

─────────────────

◎日程第３ 提案理由の説明

○議長（馬場騎一君） 日程第３ 提案理由

の説明を願います。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

本日、追加上程されました議案の概要につ

いて御説明申し上げます。

議案第９４号は、三沢市食肉処理センター

大規模改修事業排水処理施設工事請負契約の

締結についてであります。議案第９５号は、

財産の取得として、教育用パソコン一式を取

得するものであり、ともに議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例に基づき提案したものであります。

何とぞ慎重御審議の上、原案どおり御議決

賜りますようにお願いを申し上げます。

─────────────────

◎日程第４ 議案の説明

○議長（馬場騎一君） お諮りします。

ただいま一括上程いたしました全議案に対

する当局の議案説明は、会議規則第３７条第

３項の規定により省略したいと思います。こ

れに御異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（馬場騎一君） 御異議なしと認めま

す。

よって、議案の説明は、省略します。

─────────────────

◎日程第５ 市政に対する一般質問

○議長（馬場騎一君） 日程第５ 市政に対

する一般質問を行います。

お手元に配付しております一般質問一覧表

のとおり進めます。

１２番野坂篤司議員の登壇を願います。

○１２番（野坂篤司君） おはようございま

す。

みさわ未来の野坂篤司が、通告に従いまし

て一般質問をさせていただきます。

はじめに、指定管理者制度問題について質

問させていただきます。

平成１６年３月７日、三沢市議会議員初当

選以来７年９カ月、一貫して私の考え方は、

自分の国は自分でよくしよう、自分のまちは

自分でよくしよう、自分の家庭は自分でよく

しよう、この考え方であります。

そのようなことからすれば、公の施設の管

理を民間団体、ＮＰＯ法人、株式会社等の民

間事業者に拡大された指定管理者制度は、自

分のまちは自分でよくしようの考え方に合致

し、まさに市民協働のまちづくりになると思

うものであります。

しかしながら、公の施設の管理や利用料金

制度のあり方についての根拠になる損益計算

書が公表されていないのであります。

各年度の決算に主要な施策の成果報告書が

提出されています。平成２２年度の成果報告

書の中から一例を挙げますと、健康で助け合

うまちづくりの中の老人福祉センター報告書

では、管理費３,８７７万９,２８０円、各種

施設利用状況、温泉浴場利用者は２１万２,

０２８人、使用料収入１,１４８万５,２４０

円、レストハウス利用状況は、利用者数１,

１０７人、使用料収入１３万４,３００円、

やすらぎ荘利用状況、利用者数１,２７０

人、使用料収入３５４万８００円とあり、事

業業績には、指定管理料３,５４６万１,００

０円のほか、修繕料などと書いております。

この内容では、三沢市の老人福祉センターと
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して経営が成り立っているのか、収支がどの

ようになっているのか全くわからないし、理

解できないのであります。

平成２０年第４回定例会に、平成２１年度

から平成２５年度までの５年間契約の指定管

理者指定について認定されています。その中

に収支計画が５年間分掲載されていますが、

それは計画だけであります。

私が思いますのは、三沢市が指定管理料と

いう税金を支払っているわけでありますか

ら、市民に公表するのが当たり前だと思いま

す。さらに言えば、公表は市民がわかりやす

いことが大切であります。

三沢市指定管理者制度モニタリングマニュ

アルには、各種報告書の確認として、１、月

次報告書の確認、指定管理者は毎月１５日ま

でに毎月の月次報告書を作成し、市に提出す

ることとしますと書いております。

市は、毎月、指定管理者から提出された月

次報告書により、管理業務の実施状況、施設

の利用状況を把握し、業務が適正に履行され

ているかどうかを確認します。月次報告書に

記載する事項として、１は管理業務の実施状

況、２として施設の利用状況、３、収支報告

と書いております。そのほかに、その他と書

いていますが。

そこで、質問ですが、今後、三沢市が契約

した利用料金収入のある、これは利用料金に

おいていろいろ動きますから、指定管理者制

度導入施設に対し、指定管理者制度契約ごと

に損益計算書を公開する考えがあるか、伺い

たいと思います。

次に、防災行政無線放送問題について質問

いたします。

私が所属する会派みさわ未来は、開かれた

議会、市民参加の議会を目指し、議会基本条

例を含めた議会改革を実践する会派でありま

す。その実践として、平成２１年３月議会か

ら、議会ごとに議会報告会と市民の声を聞く

会、タウンミーティングを開催してきており

ます。その実践が認められ、全国マニフェス

ト大賞地方議会の部優秀賞を２年連続で受賞

したのだと思います。この全国の２年連続の

受賞は、全国でも市議会で極めて注目される

快挙であります。

１０月２１日に、三沢市議会第３回定例会

の議会報告会を三沢市の福祉センターで開催

しました。その中の市民の声を聞く会の中

で、市民の方からこのような質問がありまし

た。

台風や暴風雨のときに市内の防災無線放送

からいろいろな放送が流されていますが、ほ

とんど聞き取れない。しかも三沢市では、防

衛省と同時に、市も一緒になって進めている

騒音喚起がございまして、防音工事の住宅、

防音工事を進めております。さらに、三沢市

は寒冷地でありまして、ほとんどが二重窓で

あります。防災無線は、地域の方向性に逆行

しているのではないかという指摘を受けまし

た。なるほどと思いました。日中、外での作

業などでの防災無線は大変有効であります

が、室内ではかなりの無理があると思いま

す。

私の職場はおいらせ町にあります。ケーキ

をつくる厨房の中で、常時防災放送が聞こえ

てきます。それは、厨房の中に戸別受信器が

設置されているからであります。御承知のと

おり、おいらせ町は、百石町と下田町の合併

で新しくできた町であります。百石地区は既

に戸別受信器が設置されており、合併時に下

田地区に設置したものであります。

下田地区の資料を見ますと、５,９４９局

の戸別受信器を設置しております。これは、

契約率が９５.９２％であります。費用は５

億７,３６８万６,８５０円、国庫補助金４億

３,０２６万５,０００円、合併特例債１億

３,６１０万円、一般財源が７３２万１,８５

０円の財源で設置しており、大変評判がよい

施設であると聞いております。

このように、隣町にある成功事例を見てい

ますと、私が考えますところによると、三沢

市ではこれもできるような気がいたします。

三沢では、費用をかけることなく簡単にでき

るのではないかと。なぜならば、三沢市には
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ＣＡＴＶがあります。いわゆるマックテレビ

であります。マックテレビの普及率は９５％

と聞いております。戸別に設置されておりま

して、そのマックテレビの音声だけを利用

し、防災放送だけ自動的にスイッチが入り、

音声だけ戸別に入るシステムを考えるだけで

解決すると思いますが、防災放送についてど

のように考えているのか、その考え方を伺い

ます。

次に、教育委員会問題について伺います。

社会保障で一番大切なことは何ですかと聞

かれ、１に教育、２に教育、３に教育と答え

たある先人の言葉が載っておりました。この

教育は人間社会の基本であり、人間は教育で

しか人間になれないということをあらわした

言葉だと思います。

東日本大震災の動乱の中、世界じゅうを驚

かせ、尊敬のまなざしで評価された日本人の

礼儀正しさは、日本人の道徳心が先人の余徳

としてあらわれたことに感謝するものであり

ます。正しい教育は困難なときに表面に出て

くるものであると今ほど強く感じたことはあ

りませんでした。

国家の基本である教育をつかさどる文部科

学省は、教育委員会制度についてこのように

書いております。

教育委員会制度の特性として、首長からの

独立性ということが１番目にうたっておりま

す。行政委員会の一つとして、独立した機関

を置き、教育行政を担当させることにより、

首長への権限の集中を防止し、中立的・専門

的な行政運営を担保する。

２番目の合議制として、多様な属性を持っ

た複数の委員による合議により、さまざまな

意見や立場を集約した中立的な意思決定を行

う。

３番目として、住民による意思決定・レイ

マンコントロールとして、住民が専門的な行

政官で構成される事務局を指揮監督する、い

わゆるレイマンコントロールの仕組みによ

り、専門家の判断のみによらない、広く地域

住民の意向を反映した教育行政を実現する

と、このように書かれております。

教育委員は、地方公共団体の長、いわゆる

首長から年齢、性別、職業等に著しい偏りが

ないか、保護者が含まれているかを配慮し推

薦指名し、議会の同意、議決を経て任命しま

す。教育委員長は、教育委員から選挙で選ば

れ、教育委員会を代表するとなっておりま

す。教育長は、教育委員である者のうちから

互選で選ばれ、教育委員会が任命するとなっ

ています。

なぜこのように確認しているかといえば、

教育の独立性を重んじるからであります。こ

のような考え方がなければ、元埼玉県志木市

長穂坂邦夫氏や、今、市長になりました橋下

徹新大阪市長に代表される教育委員会無用論

になる、この重大な要素を持っているからで

あります。市議会議員も教育委員を議会で同

意し、議決した責任があるのであります。

そこで、質問させていただきます。１１月

９日発生した今回の三沢市教育長の交通事故

に対し、教育委員長としてどのように対処し

たのか、伺います。

最後に、東日本大震災の被災地で歌い継が

れている花の冠という詩を紹介します。

嬉しいなという度に

私の言葉は花になる

だから

あったらいいなの種をまこう

小さな小さな種だって

君と一緒に育てれば

大きな大きな花になる

これで質問を終わらせていただきます。御

清聴ありがとうございました。

○議長（馬場騎一君） ただいまの１２番野

坂篤司議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの野坂議員

さん御質問のうち、防災行政用無線問題につ

いては私から、その他につきましては政策財

政部長等からお答えをさせますので、御了承

願いたいと思います。
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当市の防災行政用無線は、災害発生時など

において正確かつ迅速に市民の皆さんに各種

情報を提供するため、昭和４７年度から整備

を始め、難聴地区解消のために屋外子局の増

設を図ってきております。

平成５年には、市民の方々からの聞こえな

い、聞き取りにくいなどの意見を受けまし

て、放送音量の到達距離の測定や音声の重複

測定などの調査を実施し、スピーカーの方向

修正や増設、あるいは広報音声の反響を解消

するため、グループ分けによる時差放送を行

い、対応してきたところであります。

現在は、市内の１０５カ所に設置しており

ますスピーカーを通じまして放送しておりま

すが、地形や風などの条件が重なるなど、機

密性や遮音性にすぐれた住宅などは、放送内

容が聞き取りにくい状況にもあるわけであり

ます。

さらに、集団移転や住宅地の広がりにより

まして、高音声の未到達や空白地域が考えら

れますことから、平成２４年において、市内

全域の屋外子局を対象として、防災行政用無

線音響音達調査を実施してまいりたい、この

ように考えております。

今後は、この音響音達調査の状況を見なが

ら、まずは既設の防災行政用無線の調整を行

い、さらに議員さん御提案の戸別受信器の設

置等も含め、さまざまな情報提供手段を検討

してまいりたい、このように考えておりま

す。

私からは、以上であります。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） ２点目の

指定管理者問題、損益計算書を施設ごとに公

開する意思はあるかということについてお答

えいたします。

当市では、指定管理者制度の適正な運用に

資するため、平成２０年度に三沢市指定管理

者制度運用方針及び三沢市指定管理者制度モ

ニタリングマニュアルを定めております。

そのうち、モニタリングマニュアルにおい

て、事業計画書や毎月の報告書、毎年度終了

後における管理業務の実施状況や利用状況、

管理に要した経費の収支状況等について記載

した事業報告書の提出のほか、業務の実施状

況の詳細を把握するための実地調査の実施に

ついても明記しております。

また、必要な業務内容及び基本的事項につ

いて、指定管理者と市との間で締結する基本

協定書におきまして、モニタリングの実施を

義務づけております。

市では、これらモニタリングの結果を踏ま

え、毎年度、指定管理者指定管理業務総括評

価を実施し、評価結果については、市のホー

ムページ及び情報公開コーナーにおいて公表

しております。

御質問の収支決算状況につきましては、事

業報告書の記載内容の一つでもございます。

これにつきましては、ホームページに掲示は

していないものの、各施設の指定管理者及び

その担当課で保管しており、公開を原則とし

ております。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 教育委員長。

○教育委員長（熊野 稔君） それでは、教

育委員会問題についてお答えをいたします。

まず、教育委員会を代表する者として、今

回の交通事故に対しまして深くおわびを申し

上げます。

去る１１月９日に発生いたしました教育長

の交通事故の対処といたしましては、翌日、

電話での報告を受けまして、１５日に教育長

を除く教育委員４名により、この件について

内容を相互に確認したところであります。

そして、２１日の定例教育委員会におきま

して、当日の事故に関し、教育長本人から報

告及び謝罪を受けまして、状況について詳細

なる聞き取りを実施したところであります。

その後、３０日には、再度、教育長を除く

４人の教育委員で協議をし、１２月２日に臨

時教育委員会の招集を決定し、当臨時教育委

員会において、教育長に口頭で注意するとと

もに、今定例議会の冒頭において、交通事故

に対する陳謝をすることを求めたところであ
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ります。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） １２番。

○１２番（野坂篤司君） 再質問させていた

だきます。

はじめに、防災行政無線の話であります

が、調査をしてからそれを対応するという話

でありましたが、私が申し上げのたは、調査

するということでありますけれども、いわゆ

る防音工事をしておりまして、それから二重

窓になっていて、なかなか防災無線というの

は時代からずれてきているのではないかとい

う指摘であります。ですから、市民からもそ

ういう話が出たわけであります。確かに費用

がかかるかどうかはわかりませんが、戸別を

中心に考えていくべきだという発言でありま

す。

ここに、復興特区という話が出ております

が、この中に、復興特区の保安のポイントの

中で、１番、２番、３番とありますが、３番

の人の重要度が高い復興特区の配分を求める

復興交付金事業計画というのがありますが、

こういったものとの連動性はどのようになっ

ているのか、再質問させていただきたいと思

います。

次に、指定管理者の話でありますが、ホー

ムページで公開しているということでありま

すが、私たちとしては、議員が、必ず出てき

ます主要な施策の成果報告書、これをいつも

見ているわけでありますが、これには、先ほ

ど言いました、何人入った、売り上げが何ぼ

だとしか書いていない。それから、自治振興

公社の収支決算書を見ても、トータルで載っ

ているのですよ。

例えば、仕入れ、売り上げとかと書いて

も、公益事業収入、市民の森、総合体育館、

南山市民プール、自主事業とかというふうに

なっておりますので、各項目ごとに、例えば

指定管理料を幾ら払いましたと。これに関し

てその収支を教えていただかないと、個別に

置かないとどれがどうなっているのかわから

ない。トータルでやるとぼやけてしまうので

すね。

そういう部分、私たちが銀行に対して、そ

ういうのを報告するのも、全部事業別になっ

ている。いろいろなそういう部分が出ており

ます。

特に、これは市が幾ら払って、３,５００

万円なら３,５００万円払った、５,０００万

円払いました。その中で、指定管理料はこう

いうものに使って、いわゆる使用料収入はこ

うでという個別の収支が欲しいということで

私は言っているわけです。でないと一般の人

はわかりません。トータルでがっと出され

て、ホームページ、ホームページと言うので

すけれども、ホームページを見ていなかった

ら、それは全然わからないわけですから。

私としては、一応市民の代弁者として、市

議会議員というのは市民の代弁者として、私

はこういうことをちゃんと理解したら、詳細

にありがとう通信などで報告しているわけで

すよ。こういったことのわかりやすいことを

出していただきたい。そのために、できれば

というよりも、今度、２３年度の主要な施策

の成果報告書が出るはずですから、この中に

もきちっとうたっていただかないと、これが

わかりづらいということなのですよ。

なぜこういう話をするかというと、あと２

年で、平成２５年で終わるわけですから、実

質的には、平成２６年３月３１日で指定管理

者がまた変わるわけです。その中で、こうい

うようなものがきちっとなっていないと、こ

れは大変難しいなということを感じますか

ら、そういうことを市民一般に知らしめる

と、私たちが議会としてきちっとそれを調査

するということでありたいので、それをお願

いしたいと思うのです。

この２点についてお願いします。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 再質問に

お答えいたします。

復興特区との関連ですが、昨日、復興特区

が通過いたしまして、その詳細については、
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現在、情報収集しているところでございま

す。

復興委員会の結論がまだ最終案に至ってお

りません。あす、議員の皆様の意見を求め、

さらには、パブリックコメントを現在求めて

おりますので、その二つの意見等を集約し

て、最終案が１２月２６日に完成する予定で

す。その完成したものをもって、それに合う

ようなメニューを調査・検討する準備を今進

めておりますので、御理解いただきたいと思

います。

次に、指定管理者の収支状況の公表であり

ますが、先ほど申しましたように、公開はい

たしております。各施設に事業報告書という

ものの提出を義務づけてありまして、この中

に収支状況が事細かく入っております。それ

は、だれが行ってもいつでも見られる状況に

あります。そのように、基本協定書の中で、

公開するようにという義務づけをしておりま

す。ただ、公表という形ではしていませんの

で、御理解いただきたいと思います。

主要成果の報告書に記載してほしいという

ことですが、これにつきましては検討してま

いりたいと考えます。ただ、余りボリューム

が多くなると、大変、一覧性とかの点で差し

さわりがありますものですから、どういう形

で主要成果の報告書に盛り込めるか、ちょっ

と検討させていただきたいと思います。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） １２番。

○１２番（野坂篤司君） 再々質問になりま

すが、先ほど特区の話で、八戸あたりではど

んどん進んでいるのですが、その準備という

ものの中に、防災の戸別とかそういったもの

も考えているかどうか、その辺も含めて、

今、確かに復興の話の説明がありますが、そ

の準備という中に、こういう戸別放送とか、

そういったことも含まれているかどうかとい

うことが一つと。

あと一つ、先ほど、成果報告書にボリュー

ムが多くなって大変だという話であります

が、別に私はそれを求めているのではなく

て、例えば議案第９７号、指定管理の中に計

画書がありますよね。この計画書の中に収入

が幾ら、指定管理料幾ら、利用料金収入幾

ら、その他の収入幾ら、施設幾ら、収支幾

ら、これでもいいのですよ。これだけでも、

収支が幾らかということが大事なわけですか

ら、こういうふうな中でこういったことが出

てくる。簡単でいいのです。

だから、そういうようなものも含めて報告

するべきではないかという話です。その流れ

としては大変大事だということです。だか

ら、そういう部分での、これにあと、人件費

とかいろいろ入ってくると思うのですが、そ

んなに詳しくなくても、人件費ぐらいは入っ

ていいと思うのですが、計画書の中があるわ

けですから、この計画書になっているかどう

かということが大事なのですよ。これをぜひ

お願いしたいと思います。

○議長（馬場騎一君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 復興特区の関係で

お答えをいたします。

先ほど政策財政部長のほうからお話があり

ましたように、今、復興計画というものを作

成しておりまして、その中で、非常に放送が

聞こえにくいという意見がいっぱいあります

ので、その復興計画の中に、今の音達調査を

実施して、その状況を見た上でと、そういう

ものが復興計画のほうに盛り込まれておりま

す。

まずは、既存の放送設備をまず活用する

と。それでもって、なお足りない場合にあっ

ては、そのほかの方策を考えるというふうに

私どものほうでは考えております。その中

で、先ほど市長から御答弁があったように、

戸別の機器も視野に入れながらというふう

な、そういうものを含めて検討したいと。

それから、復興特区の関係でございます

が、これは当初から国のほうで復興特区をつ

くると、法案を作成すると。情報収集は、か

ねてからいろいろやっておりました。御案内

のとおり、例えばその事業を興したら税を減

免するとか、さまざまな方策についてはいろ
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いろと復興特区の情報は得ておりましたが、

市の場合、これから特区を使ってどういうこ

とをやるかということは、まさしく先ほどお

話ししました復興計画の中で、どういう形で

復興計画をつくって、それで復興特区を利用

できるものは、その中で利用していくという

ふうな考え方でございます。

それは、年明け早々に基本方針が示される

ようでございます。それを見ながらでも、こ

れは３月までに提案するようでございますの

で、その間に何とか特区を利用した形ででき

るものがあれば、そういうことは復興計画に

基づいた事業を行っていきたいというふうに

は考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 簡明なも

のでもよろしいので、収支状況、各施設すべ

てについて主要な成果報告書に載せていただ

きたいということでございますが、主要な成

果報告書には、すべての事業が載っているわ

けではございません。主要なものだけピック

アップしております。そのため、各施設が全

部入っているわけではないので、載らない部

分もございます。

そのかわり、先ほど申しましたように、事

業報告書、これにすべて記載して、結構項目

を細かく、指定管理料幾ら、使用料幾ら、複

写機の使用料幾ら、トータル幾ら、支出の部

については、人件費が幾らである、事業費が

幾らである、事細かく載っております。これ

は、先ほど申しましたように、いつでも、だ

れでも見られる状況にございます。

主要な成果報告書に載せるかどうか、載せ

られるような形で担当のほうと協議してまい

りたいと考えます。

以上です。

○議長（馬場騎一君） 以上で、１２番野坂

篤司議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

４番奥本菜保巳議員の登壇を願います。

○４番（奥本菜保巳君） おはようございま

す。日本共産党奥本菜保巳でございます。

それでは、一般質問に入ります。

まず、第１の質問、原子力問題について伺

います。

１点目として、先般、県原子力安全対策検

証委員会における、青森県内に立地する原子

力施設の安全対策について、妥当とする説明

が行われました。三村知事は、検証結果を最

大限に尊重するとの姿勢を強めています。

しかし、専門家の知見を求めた県原子力安

全対策検証委員会は、福島原発事故を踏まえ

た、安全保安院が示した緊急安全対策に限定

した検証作業を中心にしたものです。

つまり、検証委員会で審議された事項は、

県内原子力施設にかかわる緊急安全対策及び

これらに対する国の確認評価結果に限定され

たものであり、青森県の原子力施設の安全性

を全面的に検証するものにはなっていませ

ん。あらゆる自然災害、社会的事件・事故、

技術的・人為的要因による事故、それらの複

合的事象など、現実に起こり得るすべての可

能性を検証するものではありません。

よって、この検証結果を妥当としても、絶

対の安心・安全の担保にはなり得ないので

す。

今回の福島原発事故を見ても、今の原発技

術は本質的に未完成で危険なものであり、現

在の原発は１００％安全なものではないと言

わざるを得ないのです。このことから、県が

設置した原子力安全対策検証委員会の妥当と

する検証結果によって、東通原発の再稼働、

六ヶ所再処理工場の試験再開を進めることは

極めて危険なことだと思います。

県民が納得するためには、原子力施設をあ

らゆる角度から全面的に明らかにする新たな

調査を行うためにも、中立公正な規制機関を

つくり、時間をかけて調査・検討することが

重要であると思います。

事故が起これば、三沢市も少なからず影響

を受けることになります。最悪、故郷を離れ

なければならない事態にも陥ります。

そこで、今回の妥当とする検証結果につい
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ての県の対応について、当市としてどのよう

な見解をお持ちなのか、伺います。

次に、原子力問題の２点目として、福島原

発事故が原因の放射性物質による学校給食の

安全対策について伺います。

福島原発事故から９カ月になろうとしてい

る今も、昨日も粉ミルクからセシウムが検出

されるなど、いまだ食への不安が払拭されて

いません。そうした中で、より影響を受けや

すいお子さんたちに対する食の安全への関心

は極めて高くなっています。

首都圏の自治体では、保護者の要望にこた

え、学校給食の安全対策として、食材に対す

る放射性物質検査を実施し、ホームページで

公表し、安全性をアピールしています。

このような機運にあって、文部科学省は１

２月１日までに、小中学校の給食に含まれる

放射性物質濃度について、食材１キログラム

当たり４０ベクレル以下を目安とするよう、

本県を含む東日本の１７都県の教育委員会に

通知したとの新聞報道がありました。

三沢市の学校給食の食材は、地元産ゴボ

ウ、ナガイモ、大根、ジャガイモ、シイタ

ケ、米、全体の２２％を占め、他の食材も国

産であると伺っています。食は命ですから、

安全性の追求は怠るべきではありません。

そこで、当市の学校給食の食材の安全確保

についてどのように取り組まれているのか、

伺います。

次に、第２の質問です。雇用問題について

伺います。

昨年同様、雇用情勢は回復せず、とりわけ

若い方たちの雇用は大変厳しいものがありま

す。根本的な問題は、国レベルで解決してい

かなければなりませんが、三沢市として、住

民の暮らしを守る責務があることから、当市

としてできる対策を講じていかなければなら

ないと思います。

匿名の３０代の方からお電話をいただきま

した。１年前に御夫婦で、だんなさんの実家

が三沢ということで帰郷してきたとのことで

したが、仕事がない上に、賃金が安くて、夫

婦とも非正規で働いているということでし

た。夫婦の収入、２人合わせても１０万円か

ら１５万円程度で、暮らしが大変だというこ

とでした。スーパーで半額の食材を買ったり

して辛抱している話を切々とされていまし

た。

また、ある２０代の方ですが、現在、仕事

がなく、６カ月間失業状態だということでし

た。

三沢市の場合、公務員や大手企業の正社員

は、比較的安定した生活ができているようで

すが、中小零細企業、大手チェーン店で派遣

やパートとして働く方々は、国保税や市県民

税、年金を払うのがやっとという状態に陥っ

ています。不安定雇用から失業になるという

ケースもあります。

当市としては、今年度、国の緊急雇用対策

であるふるさと雇用再生特別対策事業、緊急

雇用創出対策事業を活用し、雇用をつくり、

対応してきたと思いますが、次年度につい

て、どのような対策を講じるおつもりなの

か、伺います。

次に、第３の質問ですが、福祉問題につい

て伺います。

まず、１点目として、障害乳幼児対応の療

育支援体制について伺います。

２０１２年４月から改正自立支援法が施行

されることになりました。この法律の目的の

条項改正によって、すべての国民が障害の有

無にかかわらず、ひとしく基本的人権を享有

するかけがえのない個人として尊重されるも

のであるとの理念にのっとり、すべての国民

が障害の有無によって分け隔てられることな

く共生する社会を実現するためという基本原

則を定めて、国や地方の責務を明らかにし、

総合的・計画的に推進することとされまし

た。

また、障害の定義も、改正によって、これ

までは身体、知的、精神障害でしたが、これ

に発達障害を精神障害に取り込み、その他の

心身の機能の障害も加えることになりまし

た。
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そして、この改正によって大きく変化する

ことになったのが、障害児分野になります。

まず、児童福祉法下の施設が大幅に再編され

ます。児童デイサービスは、児童福祉法に戻

ることになり、通所サービスは、障害児通所

支援となり、その内訳は、児童発達支援、医

療型児童発達支援、放課後等デイサービス、

保育所等訪問支援に再編されます。

児童発達支援は、児童発達支援センターと

児童発達支援事業に分かれます。また、これ

まで県や中核市が主体の予算補助事業である

重症心身障害児通園事業も法定化されます。

入所サービスは、障害児入所支援として、福

祉型と医療型になります。

こうした再編が行われるのは、身近なとこ

ろで療育が受けやすくするためであり、障害

種別を取り払えば利用しやすくなるというの

が理由のようです。

これまで三沢市における障害児の療育に対

しては、きめ細かな制度を望む声が上がって

いました。発達が気になる子供についての保

護者の悩みをレポートし、必要な訓練や療育

をできるだけ早く実施できるような体制が望

まれています。発達が気になり、障害があっ

ても、安心して子育てができる環境づくりが

必要ではないでしょうか。

そこで、当市における障害乳幼児対応の療

育支援体制についての実情を伺います。

また、２点目として、自立支援法の改正等

を踏まえて、障害乳幼児対応の専門的な施設

が必要であると思いますが、当市として取り

組む考えがあるか、伺います。

次に、最後になりますが、第４の質問、健

康問題について伺います。

まず、１点目として、保健師による地域住

民への健康相談、健康管理及び疾病の予防等

に関する活動体制について伺います。

地域保健師は、地域住民の病気予防や健康

増進のため、さまざまな保健活動を行ってい

ます。活動内容は、妊婦や出産後の母親と子

供を対象とした母子保健活動、思春期の少年

少女が抱える悩みの思春期相談、４０歳以上

の成人を対象とした生活習慣予防のための健

康教育や健診後の指導を行う成人保健活動、

感染症の予防活動、難病の相談、高齢者に対

して、健康維持のための健康教育や健康相談

を行う老人保健活動、食品衛生管理指導や精

神保健福祉活動、患者の会の活動支援など多

岐にわたるものになっています。

そして、２００８年４月１日から特定健康

診査、特定保健指導がスタートし、ますます

保健師へのニーズが高まっています。また、

介護予防における予防プランの作成にもかか

わることも保健師の仕事になります。

このように、地域の住民が健康で長生き、

生き生きと生活するために大変重要な役割を

担っていると思います。

日本における保健活動の始まりは、明治維

新から慈善事業として実施した巡回看護だと

いうことです。社会事業的活動として、病院

に行くことができない貧しい病人に対して、

看護や保健指導を行い、また、災害被災者へ

の手当て、助産や育児相談だったということ

です。

保健師の活動は、社会事業的活動が原点で

あったことを踏まえ、すべての三沢市民が健

康に暮らすためにも、当市として力を入れて

いく分野であると思います。

そこで、当市の保健活動体制はどのように

なっているのか、伺います。

次に、健康問題の２点目ですが、人工透析

の予防について伺います。

年々、成人病の悪化に伴い、人工透析の患

者が増加傾向にあると言われています。人工

透析となれば、当事者本人にとっても大変負

担が大きいもので、週に３回、１日４時間行

い、その間、ベッドの上でじっとしていなけ

ればなりません。それを一生続けなければな

らないのです。また、自覚症状がほとんどな

いため、悪化するまで気づかない人が多いと

いうことです。

そこで、兵庫県尼崎市では、健康診断の検

査項目にクレアチニン検査を取り入れまし

た。このクレアチニンとは、筋肉中のたんぱ
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く質が代謝された老廃物で、ろ過機能が低下

すると血液中に増加するということです。

クレアチニンの数値を腎臓が何％機能して

いるかという数字に置きかえ、その健康診断

結果を分析し、重症化しそうな人には生活改

善の指導を行い、検診シートで徹底的に管理

し、新規の人工透析患者数を徐々に減らして

きたそうです。

血糖値が高かったり、内臓脂肪が多いこと

が原因であったり、また、糖尿病、高血圧

症、肥満でなかったにもかかわらず、若いこ

ろに煩った痛風が原因だったりすることか

ら、原因究明を図り、食生活の改善と運動で

健康管理の指導を行っているとのことです。

人工透析の医療費は、１年間で１人当たり

約６００万円かかると言われています。この

人工透析の予防対策は、当事者にとっても、

つらい透析に至らずに済むことになります

し、医療費がかからずに済みます。

そこで、当市としても、人工透析予防につ

ながる、健診における血液検査で腎機能をク

レアチニンでチェックし、健康シートで生活

改善の指導を行ってはどうでしょうか。当市

の見解を伺います。

以上で、壇上からの一般質問を終わりま

す。

○議長（馬場騎一君） ただいまの４番奥本

菜保巳議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの奥本議員

さん御質問のうち、雇用問題については私か

ら、その他につきましては副市長及び担当部

長からお答えをさせますので、御了承願いた

いと存じます。

現在の雇用情勢は、議員さん御指摘のよう

に、リーマンショック、円高、さらには東日

本大震災の影響等によりまして、大変厳しい

状況が続いております。

三沢公共職業安定所管内における定用雇用

の月間有効求人倍率は、１０月現在、０.３

７倍となっており、昨年の同時期では０.３

０倍、一昨年の同時期では０.２１倍であ

り、依然として低迷している状況にあるわけ

であります。

当市における今年度の雇用対策といたしま

しては、国の緊急雇用創出事業を活用いたし

まして、若年者就業支援事業など、延べ１２

０人の雇用を確保したほか、産業活性化住宅

新築リフォーム支援事業の実施、また、恒常

的な雇用を確保するために、企業誘致を積極

的に進めてきたところであります。

さらに、１１月１日には、経済の活性化と

雇用機会の創出のために、市内経済団体を構

成員とする三沢市雇用創造推進協議会を設立

し、事業推進のために、厚生労働省に対し、

地域雇用創造推進事業提案書を提出いたした

ところであります。

御質問の来年度の取り組み予定といたしま

しては、若年者就業支援事業を継続、拡大す

るとともに、地域雇用創造推進事業を活用し

た事業主向けの雇用拡大メニューや求職者向

けの人材育成メニュー等の事業の実施をいた

しまして、雇用の拡大につなげてまいりた

い、このように考えております。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 福祉問題の１点

目、２点目につきまして、関連がございます

ので、まとめてお答えを申し上げます。

障害乳幼児につきましては、障害の早期発

見と早期療育が、その後の障害の軽減や成

長・発達に効果をもたらすことから、乳幼児

の発達を支援するため、療育が必要とされて

おります。

御案内のとおり、療育とは、一般に発達障

害のある子供が社会的に自立することを目的

として行われる医療と教育と定義づけられて

おりますが、療育支援は、障害児一人一人の

障害の種類、程度及び特性に応じた最も適切

な育ちの場を提供し、障害のある子供の生活

環境づくりに大きな役割を果たしており、障

害のある子供に対する療育は、自立支援の第

一歩であることから、個人のニーズに対応し
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た支援体制が必要であると考えております。

また、当市では、子育ての負担を緩和し、

安心して子育てができるように、障害児保育

事業を行っており、集団保育が可能で保育所

へ通所できる児童の受け入れを行っておりま

す。現在、６保育所に７名が在籍をしており

ます。

市いたしましては、これまでも障害児保育

等の体制の充実を図ってきているところであ

りますが、今後ともさらに関係機関と連絡を

密にし、障害のある子供に対する相談や障害

児保育のニーズにはきめ細かく対応してまい

りたいと考えております。

また、障害乳幼児対応の施設につきまして

は、児童デイサービスを行っている施設は、

三沢市で１カ所、その他近隣の自治体におき

ましては１４カ所あります。

また、三沢市在住の乳幼児で、このサービ

スを利用されている方は、現在６名いらっ

しゃいます。

乳幼児を含め、障害のある方が地域で安心

して暮らすためのまちづくりにつきまして

は、これからも整備が必要であると考えてお

りますので、今後におきましても、障害のあ

る子供とその保護者が地域で安心して暮らす

ためのまちづくりのため、各療育支援施設や

保育所等と連携を図りながら、支援体制の充

実に努めてまいりたいと考えております。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 原発問題

の青森県原子力安全対策検証委員会の検証結

果の御質問についてお答え申し上げます。

青森県原子力安全対策検証委員会は、福島

第一原子力発電所の事故を受け、県内の原子

力施設に係る安全確保について、県民の安

全・安心を重視する観点から、国及び事業者

が行う安全対策を独自に厳しく検証するた

め、青森県が本年６月７日に設置したもので

ございます。

検証委員会は、地震・津波、建築工学、放

射線、原子炉工学関係などの専門家１３名で

構成されており、検証に当たっては、それぞ

れの専門分野をベースに、青森県の自然条

件、原子力関連施設の立地条件等を踏まえ、

多様な視点から確認や検討がなされているも

のと聞いております。

御質問の検証結果につきましては、国が指

示した緊急安全対策等に基づき、県内の原子

力施設の各事業者が実施した安全対策や国の

確認の状況について検討を行い、１１月１０

日に三村知事に報告したものと聞いておりま

す。

報告書の内容としましては、重大事故の防

止のための必要な設備・機器などが備えられ

ている、積雪寒冷地に起因するリスク低減が

図られているなど、県内の原子力施設の安全

対策はおおむね妥当であるとのことでござい

ます。

また、去る２１日には、検証委員会の提言

に基づき、三村知事が訓練の充実・強化や冬

期対策、地震・津波への対応の強化、新たな

知見に対する対応、事業者間の連携、緊急時

の環境モニタリングの充実などの追加対策に

ついて、県内５事業者に対し要請し、各事業

者において対応を検討したとのことでござい

ます。

以上のことから、市といたしましては、検

証委員会の結果について尊重し、今後の事業

者の対応及び県の動向を見守ってまいりたい

と考えております。

なお、現在、事業者において、国の指示に

よりストレステスト等の検討が進められてい

ることから、今後も引き続き住民の安全と安

心の確保のため、国や県の動向、各事業者の

安全対策の実施状況を注視してまいりたいと

考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 原発問題の２点

目、学校給食の安全対策への対応についてお

答えいたします。

食品中の放射性物質に関する検査は、原子

力災害対策本部が定めた検査計画、出荷制限

等の品目、区域の設定、解除の考え方を踏ま
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え、厚生労働省が示した地方自治体における

検査計画に基づき、各都道府県で実施されて

おり、その検査結果は厚生労働省が集約し、

ホームページ上で公表されております。

また、出荷制限ですが、放射性物質を含む

食品の摂取による内部被曝を防止するため、

内閣総理大臣が務める原子力災害対策本部長

から関係知事に指示、関係知事は、この指示

に基づき、出荷を控えるよう関係事業者など

に要請し、市場に流通させないこととなって

おります。

三沢市学校給食センターへ納入される野菜

のほとんどが、八戸中央卸売市場からのもの

であり、出荷制限のかかっていないものであ

ることを確認しているところでございます。

また、当学校給食センターにおける食材の

調達は、食の安全・安心に対する関心が高

まっている中、野菜や食肉の地産地消の促進

を図るため、できるだけ県産品を中心に調達

するよう食材の入札条件に組み入れるなどし

て努めているところです。

今後におきましても地元食材の地産地消を

図るとともに、国や県のモニタリング情報に

注意しながら、学校給食の食材の安全確保に

努めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 健康問題の

１点目についてお答え申し上げます。

保健師は、市民の皆様がみずから行う健康

増進のためのいろいろな支援を行っておりま

すが、近年の地域保健を取り巻く状況は、少

子高齢化、生活習慣病の増加、虐待、ひきこ

もり、自殺、新たな感染症の流行などの健康

危機など健康課題が山積し、それに伴い保健

師業務も複雑・多様化しているのが現状でご

ざいます。

保健師の行っている業務は、まず、母子の

健康づくりに関することとして、母子健康手

帳交付の際に、妊娠中の心配なことや健康に

ついての個別相談、アドバイスを行っており

ます。

また、出産までの間、妊婦歯科健康診査や

両親学級を開催しております。

乳幼児に対する健康診査では、お子様が健

やかに育つよう医師や歯科医師、歯科衛生

士、保健師、栄養士、看護師などの専門職が

従事し、乳幼児の健康づくりと子育て中の親

の支援をしております。

さらに、思春期の対応といたしまして、市

内の中学校に出向きまして、中学生とその保

護者を対象に、医師による思春期教室を開催

したり、中学生ふれあい体験学習を通して、

中学生が乳児と触れ合いながら命の大切さな

どについて学ぶ機会をつくっております。

また、言葉のおくれや行動面について、経

過観察が必要と思われる親子に対し、遊びの

広場、５歳児発達相談事後指導教室への継続

的な参加を促し、育児や発達についての支援

を行っております。

家庭訪問事業としましては、妊産婦、乳幼

児、児童等の訪問を行っており、妊娠中の過

ごし方や子育ての不安や悩みなどの相談に応

じ、医療、療育、教育などのパイプ役とな

り、支援をしております。

次に、成人の健康づくりに関する業務で

は、各種がん検診、特定健診を実施したり、

健康相談では、健康診断の結果の見方や具体

的な生活習慣病の予防、健康増進、心の健康

に関する個別相談を行っております。

成人に対する健康教育では、がん予防や生

活習慣病予防をテーマとしました講話、運動

指導などの健康教室を開催しております。

また、町内会や事業所等の要請に応じまし

て、保健師が出向き、健康に関する出前講座

も行っております。

その他、保健協力員、食生活改善推進委員

などの地区衛生組織の育成、感染症予防対策

としまして、子供や高齢者を対象とした予防

接種業務などを行っております。

このように、保健師は乳児から成人まで、

それぞれの年齢に合わせた健康づくりの支援

に取り組んでおり、市民の皆様のさまざまな

ニーズに可能な限り対応し、事業の推進に今
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後とも努めてまいりたいと考えております。

次に、健康問題の２点目についてお答えい

たします。

人工透析患者は、日本透析医学会のデータ

によりますと、平成２２年１２月現在、全国

で約２９万７,０００人で、年々増加傾向に

ありまして、健康寿命や医療費増大に多大な

影響を及ぼし、大きな社会問題の一つと言わ

れております。

当市におきましては、人工透析に至る原因

の第１位が、糖尿病の合併症である腎症であ

ることから、糖尿病予防に重点を置きまし

て、特定健康診査、いわゆるメタボ健診で

は、法律で定められております空腹時血糖の

血液検査を実施し、その結果、血糖値が高い

方、血縁に糖尿病がある方などにヘモグロビ

ンＡ１ｃという検査を実施し、糖尿病の早期

発見に努め、さらには、その検診結果を踏ま

え、生活習慣病の発生を予防するために、特

定保健指導を実施しております。

その他、日ごろの健康づくりや糖尿病予

防、また、既に糖尿病で治療中の方の悪化防

止という観点から、個別の健康相談や栄養相

談、家庭相談、職域での健康教育、地区集会

所における栄養教室などさまざまな機会を通

じ、保健指導を実施しております。

御質問のありましたクレアチニンの検査及

び検診シートの活用による管理につきまして

は、今後、どのような形で実施できるかな

ど、専門家の意見等も参考にしながら研究し

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） ４番。

○４番（奥本菜保巳君） それでは、再質問

をさせていただきます。

まず１点目です。原子力問題なのですけれ

ども、市としては、県と同様、検証委員会の

妥当という部分、国、事業者の部分で、妥当

とする検証結果に、そのまま行くというふう

なお話だったのですけれども、昨日、県議会

の原子力エネルギー対策特別委員会におい

て、検証結果の妥当性について議論されたよ

うなのですが、県議会、市町村長の意見も参

考にするという姿勢も見せています。

今まで検証してきたという部分で、私たち

は、原発は絶対安全だというふうに言われ

て、事故が起こったわけです。それをまとも

に、だれを信じていいかわからないような状

態にあります。ですから、検証委員会で出し

た内容なのですが、まず、福島原発事故の状

況、その原因究明というのがまだなされてい

ません。しっかりと、その中にも入れません

し、状況はどうなのかもわからない。津波

だったのか地震だったのかもわからない。そ

ういうふうな状況にまずあるということで

す。

そして、活断層の有無がしっかりと明らか

にされていません。研究者が活断層があると

言い、事業者はないと言います。そこも、本

当にあるのか、ないのかというところを明ら

かにはされていないのです。

そしてまた、事故を受けての新たな原子力

防災計画というのが来年策定されるというこ

となのですが、それでまだできていないので

す。ですから、避難をどうするかということ

も全くない状態のまま、再開するということ

は大変危険なことだと私は思っています。

ですから、六ヶ所というと、三沢市は隣接

します。性急に結論を出すべきではないと、

このように三沢市として提言するべきだと思

います。そのことについて、再度回答をお願

いします。

次に、２点目ですが、学校給食の食材の安

全性についてです。

これは、今、教育長がおっしゃったよう

に、安全だということで今お話をいただい

て、父兄の皆さんもきっと安心されていると

思うのですが、それを実際に給食だよりとい

うのを活用して、父兄の皆さんに、三沢市の

給食は安全ですよというふうな周知というの

をしてはいかがでしょうか、そのことについ

て伺います。

次に、雇用問題なのですが、今、三沢市は

企業誘致を一生懸命、種市市長さんも頑張っ
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てきているのですが、ほとんどがパートとか

非正規の方たちが多い。正社員もいますけれ

ども、わずかなところもあります。チラシを

見ても、ほとんどが時給何百円というような

チラシが入っていたり、それがなぜわかるか

というと、国保会計の税収、これを見るとわ

かります。これは減っているのです。これ

は、無職者と非正規労働者がふえているの

で、国保の会計がだんだん赤字になってきて

いる。医療費は横ばいなのですが、税収が

減っているために赤字になるというように

なっています。要するに無職者、非正規労働

者がふえているというふうになっているわけ

です。

働く人たちというのは、労働者ではあるの

ですが、この地域では、消費者、物を買う人

たちでもあるのです。ですから、物を買う人

たちの給料が減るということは、地域の活性

化といいますか、経済にも影響が出てくるわ

けです。税収も減ります。

ですから、私は企業誘致に対して、市とし

て、なるべく雇用は正社員でお願いするとい

うふうな提案もされるべきではないかという

ふうに思うのですが、その点についてお答え

いただきたいと思います。

次に、健康問題についてお伺いします。

保健師さんの実務内容が今、御説明あった

のですが、本当に多様で多岐にわたってい

て、少ない人数ですごい頑張っていらっしゃ

るなと日ごろ思っているのですが、やはり先

ほどのことにもつながるのですけれども、予

防に力を入れることによって、三沢市民の皆

さんが健康で元気で長生きできる、これはす

ごくいいことだと思うのです。

そして、なおかつ医療費がかからない。医

療費をかけなくなれば、おのずと保険料も引

き上がらないわけです。ですから、すべてに

おいていいことずくめなのです。

ですから、この保健師さんの本来の仕事で

ある地域への訪問型健康指導、これに私は

もっと力を入れるべきでは、今ももちろん一

生懸命やっているのはわかっているのです

が、これにぜひとも力を入れていただきたい

という思いで、そのあれがあるかどうか、お

聞きしたいと思います。

以上です。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 原発問題

の再質問にお答えします。

けさの新聞報道ですが、昨日、県庁で特別

委員会、県内原子力の事業者の県議会の特別

委員会の記事がございます。現在、運転休止

中の東北電力東通原発、試験中断中の六ヶ所

の再処理工場、それと、建設休止中のＪパ

ワーの大間原発、それと、リサイクル燃料貯

蔵施設と、東京電力の東通原発の安全対策等

について、知事さんのコメントとして、再稼

働については、ストレステストを踏まえて、

政治的な判断をするのは国であると答えてお

ります。

県についても、県議会の説明等は終了して

おりますが、本日３時から県内の市町村に対

する説明会がございます。それらも踏まえ

て、総合的に判断するものと考えられますの

で、その判断を尊重することになると思いま

す。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 再質問にお答えし

ます。

給食センターより学校へ安心・安全の食材

の提供ということをぜひしたいと思います。

具体には、給食センターで扱う食材の生産

地から卸売市場へ出荷するまでの流れ、放射

性物質濃度等の各品目のモニタリングの調査

結果などを含めて報告をしたいと思います。

先ほど答弁でお話ししましたが、野菜のほ

とんどがと、その他あるのではないかという

質問も出ると思います。それについても、例

えばナガイモ、生シイタケ、ゴボウ、きょ

う、生シイタケが新聞に載っておりましたけ

れども、これは三沢産の原木を使って、実際

に六戸町の株式会社ゆめグリーンＡコープ六
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戸店で納入しているものでございます。その

ほか肉類、豚、鶏肉、それから牛とも、検査

品ということで、そういうような形も詳しく

載せて、保護者の方々に安心してもらいたい

なと思っています。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） 雇用問題の再

質問についてお答えいたします。

パートではなく正社員の採用を市としても

働きかけるのかということだと思いますけれ

ども、確かに景気低迷の中、企業等の経営環

境が厳しいということで、人件費削減という

ことで、正社員ではなくパート雇用が増加し

ているということは認識しております。

市としても、正社員の採用を増加させたい

と考えていることから、実際、誘致企業等に

対しまして、三沢市民の正社員の採用という

ことでお願いをしております。今後も継続し

て要望を続けたいと考えております。

○議長（馬場騎一君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 再質問にお

答え申し上げます。

先ほど議員さんからもお話がありましたよ

うに、保健師につきましては、市民の健康管

理につきまして、大変重責を担っているとい

うことでは、私も同じ考えで思っておりま

す。

その中で、実は、保健師以外でも、現在、

臨時の保健師、また、臨時の看護師、また、

訪問看護師、また、その他の看護師等がおり

ますので、これらの専門スタッフを十分活用

いたしまして、保健師の今後の有効活用をし

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） ４番。

○４番（奥本菜保巳君） これから市町村会

のがあるということだったのですが、６月の

日本世論調査会で調査をしたときに、原子力

発電施設を直ちにすべて廃炉にする、定期検

査に入ったものから廃炉にする、電力需給に

応じて廃炉を進めるというのを、合わせて８

２％というのが世論になっています。現状維

持は１４％です。やはり全国的に、撤退を求

める声というのが圧倒的に多数になっていま

す。推進している他の市町村の首長の皆さん

がいますが、ぜひこの圧力に負けずに、私

は、勇気を出して撤退を求めるということを

言うべきだというふうに私は思います。

やはり三沢市が、すぐ隣接しているわけで

すよね、六ヶ所に。もし再処理工場、事故が

起これば間違いなく三沢も住めないような状

態になると私は思っています。

これは、前に、活断層の研究をされている

渡辺教授の講義を聞きに行ったときに言って

おりましたが、やはり事業者は、活断層はな

いというふうに言っていますが、それもまだ

はっきり議論の場に出てきていないので、認

めないというふうに、一点張りだというふう

に言っていましたし、もし万が一事故が起こ

れば大変な事態になると。活断層があれば、

間違いなく地震は起こるそうです。いつ起こ

るかは、それはわかりません。だけれども、

間違いなく、活断層があれば起こるというよ

うに言っておりました。

そして、その講義の中で質問する方がいた

のです。八戸市の一般の市民の方が渡辺教授

に質問していました。今の県がやっている検

証委員会のメンバーというのは、中立公正で

すかと、そういうような質問をしたときに、

渡辺教授が、今の国の原子力委員会の方たち

と同じような方たちではないですかというよ

うな話をされていました。

ですから、私は、このことを踏まえまして

も、しっかりと市民の安全・安心を守るため

に、原発というものに対してしっかりと声を

上げていく、撤退の声を上げていくことが大

事だと思いますので、ぜひこのことを強く求

めますので、それについて、最後、お答えい

ただきたいと思います。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 撤退を求

めるように表明してほしいということですけ

れども、これについては差し控えたいと思い
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ます。

ただ、市といたしましても、国、県の対応

については厳しく今後も見守っていきたいと

考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 以上で、４番奥本菜

保巳議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

５番加澤明議員の登壇を願います。

○５番（加澤 明君） みさわ未来の加澤明

です。通告に従いまして質問させていただき

ます。

最初に、資源ごみ持ち去り問題について。

リサイクルやエコがうたわれる中、行政が

集積場を設けて資源ごみを回収し、これを再

使用、再生利用する取り組みが国を通して行

われてきました。

しかし、近年、回収の指定を受けていない

者が資源ごみを無断で持ち去り、自治体に大

きな財政的損失を与えている問題がふえ、こ

れを禁止する条例を制定する自治体もまた増

加傾向にあるということです。

この持ち去り問題は全国的な問題で、当市

の現状でも、粗大では金属くず、缶の日はア

ルミ缶、紙の日では段ボールなどの資源ごみ

の持ち去りが起こっているのが実態です。

当市の資源ごみは、缶については、障害者

施設のワークランドつばさに無償で提供し、

施設で中間処理を行い、施設の収益としてい

ます。また、そのほかの資源ごみの収益は市

の収益となっています。

本来、リサイクルを推進すると、リサイク

ルの量や率はふえなければなりませんが、当

市でも資源ごみの一部において、回収量やリ

サイクル率は減る傾向にあります。

さて、この無断で持ち去りの行いを禁止す

る条例を近隣の市町村の十和田市などで、悪

質な違反者には５万円以下の罰金を科すとい

う、県内でははじめてとなる罰則つきの資源

ごみ持ち去り条例を平成２４年４月１日から

施行し、資源ごみの持ち去り行為の防止をす

るということです。

さらに、持ち去り行為を防止するために、

資源ごみ持ち去り禁止の看板を設置して周知

するとともに、パトロールの強化も図り、防

止にさらに努めるそうです。

このような結果、条例のない当市における

資源ごみの持ち去りがふえ、リサイクル率の

低下や障害者施設の減収にもつながると懸念

されるが、行政として今後どのように対応

し、社会問題化しているこの行為にどう取り

組んでいくか、お伺いいたします。

続いて２点目、バス問題について。

十和田観光電鉄線は、大正１１年９月に営

業開始以来、三沢市と十和田市を結ぶ交通機

関として数多くの沿線地域住民に利用され、

現在に至っておりましたが、人口の減少や交

通手段の変化、今後の鉄道維持のために必要

とされる継続的な設備投資などという問題か

ら、経営赤字が見込まれるため、平成２４年

３月３１日で廃止されることになっておりま

す。

その後は、利用者の約８割を占める学生や

沿線地域住民の交通手段として、平成２４年

４月１日からバス運行に変わる予定です。

そこで、問題になるのは、現在、三沢駅西

口側に隣接してあるバス停は、主要地方道三

沢・七戸線と主要地方道三沢・十和田線が交

わる信号つき交差点付近にあり、三沢市の道

路の中でも非常に混雑するところです。ま

た、十和田観光電鉄三沢駅付近も非常に混雑

するところであります。

今、十和田観光電鉄付近も高架橋の工事

や、旧古牧温泉元湯から十和田観光電鉄線の

踏切を通り、主要地方道三沢・十和田線に変

則的な形で進入する道路など、利用者にとっ

て非常に不便な道路の状況の地域です。

そのような中で、電車がバス運行に変わ

り、現状よりバスの台数やバスの利用者が増

加することが考えられる今、さらに渋滞や利

用者の事故の危険がふえるのではないかと懸

念されてもおかしくないと思います。さら

に、利用者の大半が高齢者や学生となればな

おさらです。
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また、三沢駅西口には長い歴史があり、Ｊ

Ｒから青い森鉄道にかわっても、三沢市の玄

関口として何ら変わりはないし、その状況は

続くのです。東口の整備だけではなく、これ

を機に西口も見直す時期になっているのでは

ないでしょうか。

そこで、質問いたします。学生や市民の安

心・安全性や利用者の利便性の向上を図るた

めに、三沢駅西口側のバス乗り場付近を早急

に整備し、新しいバスターミナルの設置が必

要と考えますが、当市において、事業者側の

十和田観光電鉄株式会社と、この問題にどの

ように対応していくのかをお伺いいたしま

す。

最後に、防災訓練について。

防災訓練は、多くの場合、学校、職場など

で定期的に行われていますが、その他の場所

で防災訓練に参加する機会は非常に少ないの

が現状です。

御承知のとおり、災害は往々にして忘れた

ころにやってきますから、防災訓練に定期的

に参加することはとても大切なことです。

無論、防災訓練の必要性は、災害発生時に

おいても冷静に慌てず、適切な対処をするこ

とができるようにするために訓練するのが目

的だと思います。

このような観点からも、市の防災訓練は市

民にとっても大変重要な訓練として位置づけ

なければなりません。

さて、三沢市でも３月１１日の東日本大震

災後はじめて、三沢市防災訓練が復旧・復興

のさなか、去る１１月６日に実施されまし

た。マグニチュード９.０というこの大震災

は、想定外の大津波を発生させ、東日本沿岸

地域に未曾有の被害をもたらし、当市におい

ても三沢漁港をはじめとする漁業、農業関係

を中心に、保育所など、その他数多くの甚大

なる被害を受ける結果になり、さらに、２名

の方のとうとい命も失わせることになりまし

た。

しかし、私たちはこの東日本大震災を教訓

に、復旧・復興と災害に強いまちづくりを計

画して進めていかなければなりません。

特にその中でも、並行して、防災意識の向

上を図ることや防災体制を強化するために

も、定期的に三沢市防災訓練を行い、市民一

人一人の自主防災教育の場として確立してい

かなければと思います。

そこで、質問いたしますが、今回の三沢市

防災訓練を行うに当たって、震災の教訓がど

のように生かされ、行われたのか、防災訓練

後、訓練経過をどのように評価しているの

か、反省点も踏まえ、どう評価して、改善し

ていくのかをお伺いいたします。

また、今後の防災訓練を行う場合、先日配

付された三沢市復興計画案の中にもありまし

たが、オール三沢での防災体制の構築の観点

からも、防災訓練を行う場合、行政、全町内

会、教育機関、民間企業などを含む形で実施

し、防災体制の強化、防災意識の向上に努め

るべきと考えるが、当市のお考えをお伺いい

たします。

以上、３点、御回答よろしくお願い申し上

げます。

○議長（馬場騎一君） ただいまの５番加澤

明議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの加澤議員

さんの御質問のうち、バス問題については私

から、その他につきましては副市長及び民生

部長からお答えをさせますので、御了承願い

たいと存じます。

平成２４年４月１日からの十和田観光電鉄

の鉄道事業廃止に伴う代替路線バスについて

は、事業主であります十和田観光電鉄株式会

社が、県、沿線市町、高等学校など、関係機

関との協議を行いながら、現在、運行計画の

策定作業を行っているわけであります。

この運行計画の策定に当たりましては、利

用者の利便性、あるいは保持の観点から、市

といたしましても積極的に関与してまいりた

いと考えているわけであります。

また、去る１１月１７日には、これらの関
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係機関及び所轄警察署の立ち会いのもと、予

定されておりますバス停留所の現地視察を

行っておりまして、乗降客の安全や交通渋滞

の緩和に十分配慮した運行をすることとして

おります。

しかしながら、三沢駅前のバスの停留所に

ついては、従来から十鉄の駅舎や道路反対側

の店舗のすぐ前に設置されており、バスを利

用する環境としては決して良好なものとは言

えないと考えているわけであります。

また、駅前交差点の道路についても、御指

摘のように通勤・通学の時間帯には、自家用

車に自転車や、あるいは歩行者も加わって、

大変混雑するなど、さまざまな問題を抱えて

いるものと認識をいたしております。

他方で、十鉄の鉄道が廃止されますと、こ

れまでの電車の主な利用者であった通学の高

校生をはじめ、車や人の流れが今後変わって

くることも予想されるところであります。

当市といたしましては、三沢駅前における

バスターミナルの整備については、鉄道及び

路線バス等の公共交通利用環境整備に向けた

重要課題の一つであると認識をいたしており

ます。

三沢駅周辺の活力を再生する手段として

も、位置づけしたいとも考えているわけであ

ります。

今後、市内部における検討会を設置すると

ともに、周辺町内会の代表者や関係者をメン

バーに加えた協議会を立ち上げることも視野

に入れながら、事業者をはじめとする関係機

関とともに協議してまいりたいと考えており

ます。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 防災訓練について

お答えします。

本年の防災訓練は、１１月６日日曜日に、

第二中学校、道の駅みさわ、谷地頭団体活動

センター、墓地公園を中心に、沿岸住民、関

係機関参加のもと、実施をいたしました。

今回の訓練実施に当たりましては、去る３

月１１日発生の東日本大震災を踏まえ、実際

の災害を想定した訓練の実施を目指し、これ

まで消防、自衛隊、米軍等の防災関係機関中

心の訓練であったものから、本年は、市職

員、市民主体の訓練に大幅に変更したもので

あります。

また、津波情報発表後の住民避難及び職員

の避難所運営に混乱を来したことなどを踏ま

え、携帯電話が通じにくい状況を想定し、情

報収集、伝達手段として、携帯用無線機を使

用した避難、避難所運営に重点を置いた訓練

としたところであります。

主な訓練内容といたしましては、職員の訓

練として、第二中学校避難所開設・運営訓

練、災害対策本部運用訓練、情報収集伝達訓

練、援助物資搬送訓練などを行ったところで

あります。

また、市民対象の訓練といたしましては、

津波情報を取得した場合に備え、沿岸地区の

町内会長と協議を重ね、新たな避難方法や避

難場所への避難について検証と、市民周知を

図ることを目的とした避難訓練を行ったとこ

ろであります。

次に、今回の訓練についての評価でありま

すが、改善された点といたしましては、各対

応マニュアルにおける的確な災害対応が、部

分的ではありますが、確認できた点や、市、

三沢市社会福祉協議会、三沢市ボランティア

連絡協議会との連携が確認できた点などであ

ります。

しかしながら、情報伝達手段である携帯用

無線機による情報伝達がスムーズになされな

かった点や、避難所運営訓練におきまして

は、リーダーを中心とした職員間の連携がと

れていなかった点など、修正すべき点が多々

ありました。

これらの点につきましては、無線機の特性

を踏まえた使用方法や、避難所運営全般につ

きましては、避難所運営マニュアルに基づく

対応ができるよう職員に周知を図ってまいり

たいと考えております。

また、今後の訓練の方向性につきまして
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は、議員さん御指摘のとおり、防災意識を高

める訓練を目指し、災害状況付与型の訓練を

取り入れ、職員、市民、防災関係機関、学

校・生徒等との連携を図った、より実戦に近

い訓練を目指してまいりたいと考えておりま

す。

○議長（馬場騎一君） 民生部長。

○民生部長（野々宮忠良君） 資源ごみ持ち

去り問題についてお答えを申し上げます。

資源ごみの持ち去りにつきましては、その

手口が悪質であるとして、テレビ等により全

国的に報道されたことから、その実態が明ら

かとなりまして、社会問題化しつつありま

す。

当市におきましても、資源ごみの持ち去り

が確認されており、年間四、五件の情報が寄

せられているところであります。

こうした中、県内では、資源ごみの持ち去

り禁止条例を制定する自治体もあり、十和田

市においては、生活環境保全条例の一部を改

正し、資源ごみの持ち去り禁止に加え、科料

を科する内容となっているものでございま

す。

当市といたしましては、現在、市民の方々

に資源ごみの分類をお願いし、資源ごみの再

利用の促進、リサイクル率の向上を目指し

て、有価物としての収集を行っております

が、町内会や子ども会を対象として、資源物

回収団体助成金交付事業を実施するなど、資

源ごみの収集に係る啓発にも努めているとこ

ろでございます。

特に、空き缶につきましては、市内の知的

障害者授産施設に提供し、団体活動の資金と

して活用されていることから、資源ごみの回

収委託業者でない者が勝手に持ち去っていく

ことは、市民感情にも悪影響をもたらすもの

と考えております。

今後におきましては、資源ごみの持ち去り

防止に向け、巡回パトロールの強化、持ち去

り禁止看板の設置、各町内会及び町内会から

選任されたクリーン指導員や関係機関との連

携を図るとともに、収集日以外には資源ごみ

を出さないよう、広報、マックテレビ等を通

じて、広く市民に働きかけ、対策に努めてま

いりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） ５番。

○５番（加澤 明君） まず、バス問題につ

いて。

市長のほうから、大変この案件に関しては

重要と認識しておられると。そして、これか

ら各関係機関で審議をしていきたいという御

回答がありました。これは、早急にやっても

らいたいことだと思います。

現在、来年の４月１日になれば、当然、バ

スの台数、バスの利用者はふえます。この仮

定でいくと、バスターミナルの設置とか、そ

ういう部分に関しては、今の御返答では、い

つやるかとか、そういう返答はないのですけ

れども、やはり行政として、利用者に対して

しっかりとした回答をいただきたいと思うの

です。

それは、事故があってからでは遅いので

す。あってはじめて、すぐやらなければいけ

ない、そういう仮定の案件ではないと思いま

す。当然そういうことが懸念されるのであれ

ば、一日も早くやらなければならない案件だ

と思いますので、もう一度、その辺どう考え

ているのか、御回答をお願いします。

それから次に、防災訓練についてですが、

私もこの防災訓練のときは現場のほうに行き

ました。今、執行部のほうから御説明もあり

ましたが、確かに各部署で一生懸命やってお

られました。しかし、無線のふぐあいとか、

それから、救援物資を配送するに当たって、

現場に行ったら担当者がいなかったとか、運

んできてもどこにおろせばいいのかわからな

かった。そういう事例も見られました。

やはり防災体制というのは、個々にやって

も余り効力を発揮しないと思うのです。それ

をつなぐ、人間でいえば関節とか、そういう

部分がしっかりとつながっていかなければ、

効力が１００％発揮しない。５０％も発揮す

るかどうかわからない。そういう体制を見直
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していかなければならないので、その辺のと

ころを執行部は、今後どうやって力を入れて

いくのか、御返答をお願いいたします。

それと、資源ごみの持ち去り問題なのです

が、これから防止の看板を立てるとか、ク

リーン指導員を利用してやられるということ

ですが、現在、年間四、五件の事案が出てい

るということですが、現実そんなものではな

いと思います。朝早くに２トントラックにあ

おりを立てて、皆さんが動かないうちに回収

に回っているのです。それは、資源ごみの日

であれば必ず三沢市で起きています。だか

ら、四、五件なんていう案件の問題ではあり

ません、これは。

それで、現在、クリーン指導員も平成１０

年から始まって、もう１０年以上たちます。

各町内会に２名以上という形で配置したいと

いう考えでやられたそうですが、現在、２０

近くの町内会でも全然いない区域もあるそう

です。しかし、その割に人数は１４９人です

か、１５０人近い指導員が１０年以上活動し

ているのです。しかし、その形が全く見えな

い。２年更新ですから、来年更新するそうで

すが、その更新時においても、いまだかつて

何ら形が変わっていない。結果が出ていな

い。それを、今またこの問題が起きてきてい

るときに、お願いすると。

やはり抜本的に、新しいパトロールの仕方

とか、クリーン指導員のあり方を見直して、

この問題に取り組んでいかなければ、せっか

くいいものをつくっているのに、何らこれも

効力を発揮していない現状、これに対して市

のほうとしては今後どう考えられますか。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） バス問題

の再質問にお答えいたします。

安全対策等をいつから具体的にやるのかと

いうことでございますが、安全対策は、既に

担当課のほうでさまざまな観点から協議を

行っております。

なお、市長の答弁もございましたが、非常

に重要な課題でありますので、庁内の検討部

会を設け、さらには、地域の方々も交えた協

議会等も設立して、この問題に対処していき

たいということであります。

その時期につきましては、庁内の検討部会

は、路線の認可申請等が１月になされるので

はないかとの情報を得ております。この認可

申請に当たりましては、地域公共交通会議、

青森県でありますと、青森県バス交通等対策

協議会というのがございまして、この承認を

得てからする必要がございます。青森県バス

交通等対策協議会の協議につきましては、具

体的には、上十三分科会の承認を得ることに

なるであろうというような情報を得てござい

ます。

このようなことから、１月ごろには路線バ

ス等の内容が固まると。それに応じて、庁内

の検討会もおくれないように立ち上げたいと

考えております。

周辺の交通安全とかターミナルのことも含

めた駅周辺の開発も含めたことを協議する協

議会につきましては、４月ごろをめどにし

て、４月までに庁内検討部会のほうで基礎的

なデータとか、求められるであろういろいろ

な積算等の蓄積を準備してまいりたいと考え

ております。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 防災訓練の再質問

にお答えいたします。

議員御指摘のように、先回の訓練において

は、さまざまな問題点が浮き彫りになったわ

けでございます。

いずれにいたしましても、防災訓練におい

ては、さまざまな訓練手法があろうかと思い

ます。

いずれにいたしましても、即応体制、それ

から、連携、有機的に動くということが一番

大事だと思いますので、その点に立った訓練

手法というものを今後、具体的に検討したい

と思います。

○議長（馬場騎一君） 民生部長。
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○民生部長（野々宮忠良君） 資源ごみ持ち

去り問題についての再質問にお答えを申し上

げます。

現在、クリーン指導員に対しましては、そ

の役割をまとめた冊子の配付、また、研修会

や市町村の取り組みなどの視察研修を実施し

ておりますが、今後におきましては、機会を

とらえて、指導員としての資質向上を図るた

めの研修会を実施してまいりたいと思ってお

ります。

また、それに加えまして、情報提供をいた

だきまして、対策の強化に努めてまいりたい

と考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） ５番。

○５番（加澤 明君） 再々質問をさせてい

ただきます。

まず、バス問題については、４月ころに形

づくりをしていくようですが、とにかく早

く、早急にやってください。学生たちとか高

齢者の方が事故に遭ってからでは本当に遅い

ので、これは何としても早急にやっていただ

きたいと思います。

それで、ごみ問題なのですが、今、クリー

ン指導員を逆に指導し、勉強させて教育し

て、質の向上を図るということなのですが、

なかなか難しいと思います。１５０名近くの

方が、しかも無償でやられているわけです。

当初は、グリーンのジャンパーとか帽子を

提供し、外からでもわかるような形でやって

いましたが、近年、予算がないということ

で、そういう配付もされていない。ほとんど

無防備の状態でボランティア、これはなかな

か一般の人が朝早くに起きてやるかと言われ

れば、これは本当に難しい問題だと思いま

す。ただ教育するだけではないと思います。

やはりその取り組みとか仕組み自体をきちん

と変えて、町内の方が動きやすい体制をつ

くってやらなければ本当にだめだと思いま

す。その辺もう一度、今後どう考えるか、お

伺いいたします。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

民生部長。

○民生部長（野々宮忠良君） 再々質問にお

答えを申し上げます。

先ほどクリーン指導員の取り組みの強化と

いうことでお話を申し上げましたが、今後に

つきましては、ボランティアでもあります

し、その取り組みについて、先ほど申された

ような活動しやすい状況について、今後検討

してまいりたいと考えておりますので、御理

解をいただきたいと存じます。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 以上で、５番加澤明

議員の質問を終わります。

この際、午後１時１５分まで休憩します。

午後 ０時０６分 休憩

────────────────

午後 １時１５分 再開

○副議長（小比類巻雅彦君） 議長を交代し

ました。

休憩前に引き続き、会議を開きます。

一般質問を次に移ります。

８番天間勝則議員の登壇を願います。

○８番（天間勝則君） みさわ未来天間勝

則、通告に基づいて質問させていただきま

す。

今回の質問は、私ども会派みさわ未来が議

会ごとに議会報告会、そして、タウンミー

ティングを行っています。その中で、市民の

方からたくさんの意見をいただいた。それを

集約して、そして、共同の公約をつくりまし

た。それが、みさわドリームプランでありま

す。「市民の８つの声と２０の提言がみさわ

を変える」。

その中に、八つあるわけでありますが、５

項目めに、中心街の活気を取り戻してほしい

と、また、活気を取り戻すべきだということ

があります。そして、提言の中に、空き店舗

対策を強化してほしい。そして、今、スカイ

プラザの活性化、そして、その情報公開をし

ていただきたい。そして、まちづくりリー

ダーの教育の推進をしていただきたい。一つ

は、雇用も関係しますが、いわゆる企業支援
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対策を推進していただきたいというふうなこ

とがございます。いわゆる市民の声でござい

ます。そういったことも含めまして、質問を

させていただきます。

それでは、最初の質問に入らせていただき

ます。

駅前商店街の活性化、三沢駅西口再開発に

ついてであります。

三沢駅は、県外の方から、駅前に何もな

い、商店街等でありますが、こういう駅は珍

しいと言われております。地形も影響し、商

店街が伸びにくい環境だったのかもしれませ

んが、現在、西口には、商店としては何件か

営業しているぐらいで、コンビニの１件も現

在ない現状です。寂しい限りです。

そして、来年４月からは十鉄も鉄道事業か

ら撤退するわけであります。時代の流れを感

じるわけでありますが、それでも駅前周辺が

このままでいいわけがないわけであります。

青い森鉄道の立派な駅があります。エレベー

ターの設備のある駅は、今となってはローカ

ル駅として大変珍しいと思います。この駅を

利用して通学・通勤、そして新幹線のつなぎ

として、三沢市民にとっても、県外の利用者

の方々にもなくてはならない路線であるわけ

でありますが、もっと利便性の高い駅にして

いくことも大事だと思います。

当市においても、駐車料金の低額の見直し

に取り組んだり、観光のＰＲに力を入れた

り、いろいろと取り組んでいるところだと思

いますが、前にも一般質問で述べましたが、

高速バスが三沢駅から東京に発着しておりま

す。料金が安く、人気があるそうでありま

す。帰省ラッシュには臨時便も出ているよう

であります。三沢駅があるから発着している

と思うわけでありますが、利用客は駅から地

元まで帰るために電車を利用している方もあ

ると思うわけであります。

当市においては、飛行機、新幹線が東京行

きの最大の手段となって、飛行機の減便、新

幹線の乗り継ぎの不便さは大きく問題になり

ますが、高速バスも東京行きの手段として広

く重要にとらえ、駐車場の問題等を緩和し、

広報していくべきだと考えます。

東口駅前は、整備された空間を有効利用

し、駅の利便性を高めていくべきだと思うわ

けでありますが、西口駅前は、三沢市の玄関

口でありながら閑散としております。

２０年ぐらい前になりますが、商工会にお

いて三沢市活性化委員会が組織されました。

これは、市からの委託だったと思いますが、

その中で、３地区の活性化の答申が出されま

した。一つは、新街区でありますが、これ

は、現在、ショッピングセンターでありま

す。

二つ目は、既存の中心商店街活性化であり

ますが、この計画は、総論賛成、各論反対で

ありました。セットバック等個々にかかわる

負担は反対ということであります。現在は、

アメリカ村の中で推進されてきたと思いま

す。

三つ目は、駅前地区の活性化でありまし

た。東口は駐車場等整備されましたが、西口

は手つかずであります。三沢市の顔として、

バスターミナルも含めた、総合的に利用者に

利便性の高い施設を集結した再開発に取り組

むべきだと考えます。

改めて質問いたします。三沢駅西口は、三

沢市４万２,０００人の人口の玄関口とし

て、もっと活気のある駅前であるべきと考え

ます。国際都市三沢市の顔として、利用者に

利便性の高い施設を組み入れて、駅前周辺の

活性化に取り組むべきと考えますが、当局の

考えを伺います。

２問目の質問であります。空き店舗対策に

ついてであります。

昨今、郊外型のショッピングセンター進

出、郊外型の大型店、各種全国チェーン店の

郊外への集結等で、郊外型ショッピングゾー

ンが形成され、市内商店街の空洞化が進み、

空き店舗も年々増加傾向にあります。

それに拍車をかけ、市立三沢病院が移転し

たことにより、商店街の経済に大きな影響が

あるわけであります。
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商店街の現状をしっかり把握して、商店街

の存在の意義、コンセプトを確認し、将来ビ

ジョンを明示して、中心商店街の活性化に取

り組むべきだと思うわけであります。

商店街一方通行は、三沢市の場合９００

メートルとかなり長い距離があるわけであり

ますが、すべての空き店舗を対象にするので

はなく、アメリカ村に隣接した部分を、的を

絞って対象にして、アメリカ村のイベントに

積極的に参加できる範囲で、商店街の新たな

形成を考えていくことも一つの考え方だと思

うわけであります。

空き店舗対策としての単なるチャレンジ

ショップではなく、新規起業者のための育成

事業として取り組むべきだと思います。

取り組みとして、商工会だけに頼るのでは

なく、まちづくり会社を立ち上げ、専門的に

取り組める環境をつくり、空き店舗対策事業

を推進する熱心なリーダー、そして、それを

サポートする複数の熱意のある人たちの存在

が必要不可欠になるわけであります。

空き店舗対策として、一つは、家主の理

解、協力、家賃を安く、１階を賃借の対象。

二つ目として、商店街の会員の意識改革、会

員同士の競争心と事業協力、チャレンジ精神

を持った出店希望者育成。三つ目として、工

夫したＰＲ、新聞やテレビなどのマスコミを

利用した話題提供、インターネットなどによ

る空き店舗情報の提供。四つ目として、行

政、商工会の支援、出店希望者への創業支

援、商業体験チャレンジショップ支援対象の

柔軟性確保、補助金、融資等が空き店舗対策

活用成功術のヒントと言われております。

地域が元気になるには、商店街が元気にな

ることをコンセプトに、いろいろな角度から

まちづくりを考えていくべき思いから質問さ

せていただきます。

三沢市内商店街の空き店舗が年々ふえ、商

店街の形成が崩れてきております。空き店舗

対策を強化し、アメリカ村を中心とした商店

街のあるべき姿を模索すべきと考えますが、

当局の考えを伺います。

以上の２点であります。答弁のほどよろし

くお願いいたします。

○副議長（小比類巻雅彦君） ただいまの８

番天間勝則議員の質問に対する当局の答弁を

求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの天間議員

さん御質問のうち、中心商店街の活性化につ

いては私から、その他につきましては政策財

政部長からお答えをさせますので、御了承願

いたいと思います。

現在、当市で把握している空き店舗でござ

いますが、平成２３年１１月末現在で、市内

１７商店街の５２２店舗のうち９５件の空き

店舗となっており、約１８％の空き店舗率と

なっております。

特に、中心市街地の一方通行通りに面した

４商店街におきましては、１３６店舗のうち

空き店舗が３９件となっておりまして、２

８.７％の空き店舗率となっているわけであ

ります。

これまで、中心市街地ににぎわいを持た

せ、商業集積を図るために、中央町地区土地

区画整理事業やアメリカ村広場整備事業など

を実施し、商業基盤の整備を進めたほか、多

彩なイベントの開催にあわせまして、中心市

街地商店街の販売促進を図り、三沢らしく、

いわゆるアメリカンティストな個性ある商店

街形成を目指してきたところでありますが、

今後におきましては、厚生労働省の雇用創出

事業を活用し、新商品の開発、商店街創出及

び販売戦略などの新規創業希望者を対象とし

た人材育成事業を進めてまいりたいと考えて

おります。

また、新規出店を促進するため、新規創業

のための各種の融資制度も周知していくほ

か、住宅新築リフォーム事業の手法を用いま

して、新規出店する場合の内装費などの補助

することも検討しているところであります。

これらの事業につきましては、先進自治体

の成功実例も研究いたしまして、効果的な実

施あるいは実効性のある空き店舗解消に取り
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組んでまいりたいと考えております。

私からは、以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部

長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 三沢駅西

口の再開発に関する御質問にお答え申し上げ

ます。

青い森鉄道三沢駅につきましては、東北新

幹線全線開業以降、特急電車の廃止や新幹線

の乗り継ぎなど、その利便性の低下に対しま

して、利用者の方々からさまざまな御意見を

ちょうだいしております。

このような中で、来年４月１日から十和田

観光電鉄鉄道廃止に伴う代替路線バスが運行

されることになったわけでございますが、こ

れまで十鉄三沢駅の主な利用者であった通学

の高校生が市内のバス停留所からバスを利用

できるように現在検討されているなど、鉄道

の廃止によって、三沢駅前における車や人の

流れがさらに変わることも考えられるところ

でございます。

現在の三沢駅西口につきましては、大型バ

スが乗り入れできない形状になっているほ

か、既存のバス停留所につきましては、十鉄

の駅舎や道路の反対側の歩道の狭い店舗のす

ぐ前に設置されておりますことから、鉄道と

バスとの乗り継ぎを利用する環境としては改

善すべき状況にあるものと考えております。

午前中に市長から御答弁ございましたが、

市といたしましては、当市における陸の玄関

口として、青い森鉄道三沢駅の利便性向上や

駅周辺の活性化は、今後の重要課題の一つで

あると認識しております。

このことから、三沢駅前におけるバスター

ミナル整備の検討に当たっては、市役所内部

における検討会を設置するとともに、周辺町

内会の代表者の方々や関係者の方々をメン

バーに加えた協議会を立ち上げることも視野

に入れながら、事業者をはじめとする関係機

関ともども協議をしてまいりたいと考えてお

ります。

○副議長（小比類巻雅彦君） ８番。

○８番（天間勝則君） それでは、再質問を

させていただきます。

いろいろと起業対策に対しては、いわゆる

国、また、内装費の補助金とか、さまざまな

ことに取り組んでいるというふうなことであ

ります。

なかなかまだしっかりとそういった部分が

見えてこない。どんどん空き店舗がふえてい

る現状というようなことで、何かしらでこれ

はとめていかなければいけないと思うわけで

あります。

今現在、アメリカ村と併用して、中心市街

地活性化の中で、いわゆる跡地の問題がござ

います。もうそろそろ来年の２４年は、そう

いった部分で解体も終わっていくと思います

が、あれも全体に、一つの私は、流れの、ま

ちづくりだと思うのですが、あの部分がき

ちっと計画どおり進んでいかなければ、また

こういうふうな空き店舗に入る方が、なかな

かちゅうちょするのではないかのかなという

ふうな部分が懸念されますので、そういった

今の跡地、複合施設等のことは、いろいろな

話を聞きますが、今の現状どのようになって

いるか、伺います。

それと次が、駅前の再開発でありますけれ

ども、見たとおり、あの駅前はだんだん閑散

としてきて、ただ駅があるだけというふうな

格好になっているわけで、もうちょっと三沢

のＰＲもするような公共施設も含めて、そう

いった、お客さんが来て、ある程度落ちつけ

る場所とか、景観とかいろいろありますが、

そういうふうな部分に取り組んでいくという

部分というのは計画的にないものなのか、そ

の辺をお聞きいたします。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁願いま

す。

経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） ただいまの天

間議員さんの跡地のことですけれども、病院

の跡地だと思いますので、その関係について

お答えいたします。

病院の跡地につきましては、現在、今、解
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体作業中で、今年度中に解体作業が終わるわ

けですけれども、その後につきましては、当

初の計画どおり、医療法人あるいは福祉法人

等が合同で複合的な施設を計画しているとい

うことで、現段階では、予定どおり進めると

いうことで聞いてございます。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部

長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 再開発問

題の再質問にお答えいたします。

ターミナルの整備の際に、公共施設を含め

たものを検討するなどの考えはないかという

ことでございますが、４月に協議会を立ち上

げる際には、そのことも含めて検討すること

になると思います。

以上です。

○副議長（小比類巻雅彦君） ８番。

○８番（天間勝則君） それでは、駅前周辺

の利便性というふうなことで、前にも質問し

ているのですが、高速バスなのですが、まだ

そういったバスが三沢駅を発着しているとい

うふうなことで、前には、多目的広場を、イ

ベント広場を年間通していろいろ活用したい

と、そのためになかなか難しいというような

ことでありましたが、見ている限り、そう

いったイベントは確かにあるのですけれど

も、それほど必要性のあるイベントなのかな

というふうな感じのイベントしかないので

す。そういうのを有効利用して、バスの駐車

場とか、そういったものに使って、もっとい

ろいろな形で、駅の利用をしっかりとしてい

くことも、一つのきっかけになるのではない

かなというふうに思いますけれども、その辺

について、最後に伺います。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁願いま

す。

建設部長。

○建設部長（中西敬悦君） ただいまの駅の

東口のイベント広場の件についてお答え申し

上げます。

先般、こういった話題、時々出るわけでご

ざいますが、御存じのとおり、あの地区につ

きましては国の補助事業で整備してございま

して、目的外使用の許可申請とか、そういっ

たものもございます。議員さんおっしゃると

おり、イベントだけでなく、公共交通機関に

も使えるような手法、そういったものも含め

まして、高速バス、当然イベントがあるとき

はイベントを重点的に実施していただきたい

と思っておりますが、それ以外の使用目的に

つきましても、現在、検討を進めて、何とか

実現したいという方向で検討中でございます

ので、御理解ください。

○副議長（小比類巻雅彦君） 以上で、８番

天間勝則議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

７番藤田光彦議員の登壇を願います。

○７番（藤田光彦君） ７番藤田光彦、通告

に基づきまして質問させていただきます。

最初に、駅前の交通渋滞について質問いた

します。

十和田観光電鉄の運行する三沢－十和田間

の鉄道運行は、残念ながら９０年の節目を前

にして廃止となります。長年にわたって、通

学する学生たちや往来する人々の交通の足を

支えてくださったことに心より感謝申し上げ

ます。

しかしながら、車社会と少子化という時代

の流れには抗しがたく、廃止ということはい

たし方なく思うと同時に、その決断には深い

尊敬の意をあらわしたいと思います。

現在、年間約４６万人が十鉄を利用してお

り、その８割が学生と言われております。三

沢から三本木中学校に１８人、三本木高校に

３８人、三本木農業高校に６０人、十和田工

業高校に７９人、延べ２００人近い学生が通

学し、さらに三沢駅を経由して、おいらせ町

や東北町から通学している生徒を含めますと

２５０人を超えると言われております。

また、十和田市から三沢高校へ通う生徒は

５０人、三沢商業高校へは６５人、総勢１１

５人もの生徒がレールの響きを聞きながら毎

日通学しております。
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さて、十和田観光電鉄によりますと、鉄道

廃止後のバス運行を、これまでの鉄道と同じ

１日１７往復程度にし、それに伴い、バスも

８台追加するということです。

しかし、十鉄駅舎前は、バスの発着や生徒

を送り迎えする車で、特定の時間帯には交通

渋滞が生じている状況です。また、乗りおり

する乗客の安全も危惧されるような状態で

す。さらに、反対側のバス停で仕事を営む

方々にとっても、バスを待つ乗客が時には仕

事に差しさわることもあると聞いておりま

す。

ふだんのこのような状況に加え、来年から

十鉄を利用しているたくさんの生徒が、朝夕

の特定の時間帯に十鉄駅前のバス停に集まる

のです。このことがどのような状況を生むか

は想像にかたくないことです。

このことに対して、十鉄による既存の駅舎

の改築や専用のバスターミナル新築など、そ

の解決策はいろいろ考えられると思います。

しかし、そのようなことを財政問題に直面し

ている会社に要望するのは無理なことと思わ

れます。

さて、現在のほとんどの鉄道駅は、バス発

着場所という機能を持っております。十鉄の

駅もそうです。しかし、逆説的ですが、十鉄

駅がそうであったために、三沢駅ではそのよ

うな機能は求められてきませんでした。

しかし、十鉄が鉄道業務を廃止し、バス運

行にかえるという新しい時代を迎えて、三沢

駅がバス発着場所という機能を持たなければ

ならない状況になったと思っております。

このような考えを踏まえてお聞きします

が、十鉄の鉄道にかわるバス運行に伴い、予

想される駅前の交通渋滞の悪化や、ますます

危惧される乗車客や歩行者の安全に関して、

どのような対策を考えているのでしょうか。

次の質問に入ります。

先週、ホッキガイ漁が解禁になり、漁港に

ホッキガイが例年どおり水揚げされたという

ことを新聞で知り、大変うれしく思いまし

た。漁業関係者も安堵していることと思いま

す。

また、これにより、恒例のほっき丼シーズ

ンが幕をあけます。多くの店が例年のように

趣向を凝らしたほっき丼をお客に提供し、三

沢の冬に彩りとにぎわいを持たせてくれるも

のと思います。

さて、あの３月１１日に大震災が起き、東

北地方の太平洋側沿岸地帯は津波によって、

想像を絶する被害を受けました。死者・行方

不明２５万人以上、多くの自治体の行政機能

が麻痺し、また、完全に消滅した自治体もあ

るなど、その悲惨さは言語を絶するものでし

た。

当市においても、津波によって２名のとう

とい命が奪われ、漁港は破滅的な被害を受け

ました。漁港に視察に行ったときに目にした

惨たんたる光景は、いまだにまぶたの奥に鮮

明に残っております。

市、県または漁業組合が管理する４０施設

が被災し、さらには７９隻の漁船が被害を受

け、漁具のほとんどが流失しました。被害総

額４６億円を超えるこの悲惨な状況から、復

興は何年かかるのか、救いようのない気持ち

になったことを覚えております。

あれから９カ月たちました。時の流れと競

争をするように、早急の操業再開を目指し

て、急ピッチで破壊された施設の復旧が行わ

れてきました。浮き桟橋、製氷施設及び荷揚

げ用ベルトコンベヤーが９月から稼働し、三

沢ブランドのスルメイカの操業が円滑に運ぶ

ようになりました。

また、船揚げ場も復旧し、仮設事務所も整

備されました。漁具倉庫も近ごろ完成し、荷

さばき場も今、補修に入っております。

さらに、このたびの補正予算では、市は、

漁具・漁網購入費への補助金を上程しており

ます。

このように、ほとんど主要な施設を復旧さ

れましたが、いまだに震災前の体制には戻っ

ていないと言われております。燃料タンク、

漁民研修施設、漁民厚生施設など、漁業を総

合的に継続運営していくために必要な施設は
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まだ整っておりません。

現状では、ブランド化を目指す一本釣りヒ

ラメなどの操業が始まっていない等、本格的

な操業には至っていない状況です。

漁業は、当市では農業に次ぐ第１次産業の

担い手となっております。名の知れた三沢産

のスルメイカやホッキガイはもとより、マグ

ロ、タラ、カレイ、ヒラメ、アジ、サケ、タ

コ、カニなど、水揚げされる魚種は多彩で、

漁獲金額は１３億円を超えます。

震災から復興、そして、さらなる発展につ

なげるために、被災した施設の完全復旧まで

の計画をお伺いします。

最後の質問に入ります。

平成２０年の中学校学習要領の改訂に伴

い、来年度から中学校の保健体育では、武道

やダンスが必修となります。

その目的は、多くのスポーツに親しみ、体

力の向上を図るとともに、生涯にわたって健

康保持と豊かなスポーツライフを実践してい

く心構えを養うとのことです。

そのため、これまで選択必修であった体づ

くり運動、器械運動、陸上競技、水泳、球

技、武道、ダンス、体育理論のすべてが１、

２年生で必修となりました。

特に、武道では、柔道、剣道、相撲の中か

ら学校が一つ選択し、その特性や成り立ち、

伝統的な考え方を学びます。

また、積極的に取り組むことを通じて、相

手を尊重し、分担、役割を果たすことができ

るような態度を養成することを目指しており

ます。

さらに、武道を習うことによって、平成１

８年に改定されました教育基本法にうたわれ

る伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんで

きた我が国の郷土を愛することという教育目

標を実践できると期待されております。

また、ダンスの学習は、創作ダンス、

フォークダンス、現代的なリズムダンスから

構成され、ダンスの特性、踊りの由来や表現

の仕方などを学ぶとともに、自己表現の楽し

さや仲間とのコミュニケーション能力の向上

を目指すことを目標としております。

さて、武道とダンスの特性を考慮し、その

学習が円滑に実施できるよう、政府はその環

境整備に特別な注意を払っております。

武道では、武道場の設置や指導者の確保、

柔道着などの関連用具の充実など、また、ダ

ンスにおいても、適切な指導者の確保などが

必要とされております。

その準備のために、国は財政支援も提供し

ております。武道場新設には、建設費の２分

の１を補助し、その他にも、必修化に向けた

地域連携指導実践校事業や、地域のスポーツ

人材を活用した運動部活等推進事業などに財

政支援を行っております。

来年度から始まる武道、ダンスの必修化に

対して、市では、施設、指導者、用具等の環

境整備にどのような取り組みを行っている

か、お伺いいたします。

以上で、質問を終わります。御答弁よろし

くお願いします。

○副議長（小比類巻雅彦君） ただいまの７

番藤田光彦議員の質問に対する当局の答弁を

求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの藤田議員

さん御質問のうち、漁港施設の復旧について

は私から、その他につきましては政策財政部

長からお答えをさせますので、御了承願いた

いと思います。

東日本大震災による漁港施設の復旧につき

ましては、魚介類の鮮度、あるいは保持のた

めの製氷貯氷施設や、当漁協の主要魚種であ

りますスルメイカを荷揚げするためのベルト

コンベヤー、そして、県管理施設であります

浮き桟橋、さらには、漁船の修理に用いる漁

船巻き上げ施設など、漁業関係者から一刻も

早い復旧要望がありました施設を最優先的に

として復旧事業を進めてまいりました。

また、水揚げされました魚をトラックに積

載されたまま計量が可能となる、いわゆる計

量施設を復旧し、サケ漁に合わせ、１０月よ

り稼働いたしております。
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被災しました施設の復旧状況といたしまし

ては、漁業経営に必要不可欠な施設はほぼ稼

働している状況にありますが、完全復旧する

までには至っていないわけであります。

現在は、震災直後に、海水取水施設などの

一部を復旧させ、稼働しておりました荷さば

き施設の本格的な復旧工事を進めておりま

す。２４年１月までには完了する予定になっ

ております。

また、漁船用給油施設につきましても、２

４年３月までの完了予定で事業を進めており

ます。

なお、県の管理施設であります防波堤など

の漁港外郭施設や、あるいは漁港用地に関し

ては、今年度中にほぼ復旧工事は完了する見

込みとなっており、海水浴場施設に関しまし

ても、２４年７月の施設開設までの工事完了

目指しているわけであります。

今年度末の県、市及び市漁協の管理する全

施設の復旧状況といたしましては、事業ベー

スで約７８％の復旧率となる見込みでありま

す。

来年度以降の復旧計画といたしましては、

漁協が管理しております、いわゆる漁船用巻

き上げ施設及び鮮魚の冷凍・冷蔵施設につき

ましては、それぞれ２４年度中に復旧する計

画となっております。

また、被災前、一体として利用されており

ました漁協事務所と漁民研修センター、さら

には、外来船の方々が利用しておりました漁

民厚生施設の復旧につきましては、現在、三

沢市復興委員会において、防災減災を考慮し

ながら、立地場所や、あるいは施設の形態な

どについて検討していただいているところで

あります。

これらの検討に当たりましては、単なる復

旧にとどまらず、今後の漁業振興とあわせた

施設の整備を目指し、議員の皆様からの意見

を参考にしながら、漁協と関係機関との協議

を重ねながら、来年度以降、本格的な復旧・

復興に向けて取り組んでまいりたいと考えて

おります。

このようなことから、漁協事務所や漁民研

修センター及び漁民厚生施設の復旧につきま

しては、現段階では、検討すべき課題が多い

ため、具体的な復旧時期は、現時点ではお示

しできませんが、復旧に当たりましては、

国、県との事業の調整、あるいは立地場所や

施設の形態、さらには、漁協の経営状況を考

慮しながら、施設の復旧・復興を図ってまい

りたいと考えております。

当市といたしましては、一日も早い復旧・

復興と、さらなる漁業振興のために最善の努

力をしてまいりたいと考えておりますので、

よろしくお願い申し上げます。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部

長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 十和田観

光電鉄鉄道廃止代替バスの運行に伴う駅前の

交通渋滞及び安全確保についての御質問にお

答えいたします。

来年４月からの十和田観光電鉄鉄道廃止に

伴う代替路線バスについては、事業者である

十和田観光電鉄株式会社が、県、沿線市町、

高等学校など、関係機関と協議を行いなが

ら、乗降客の安全や交通渋滞の緩和に十分配

慮した運行をすることとしております。

先ほども加澤議員さん、天間議員さんの御

質問に対して御答弁申し上げましたとおり、

市といたしましては、乗降客の利便性向上や

交通安全のためには、駅前におけるバスター

ミナルの整備等が重要課題の一つであると認

識しております。

さらには、駅周辺地域の活力再生も図って

まいりたいと考えております。

このことから、今後、市民の方々も交えた

協議会の設立を視野に入れながら、市役所内

部における検討会を設置するとともに、十鉄

三沢駅舎の土地の活用も含め、十和田観光電

鉄株式会社及び関係機関とともに協議をして

まいりたいと考えておりますので、御理解を

賜りたいと存じます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 教育長。
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○教育長（吉田 健君） 武道、ダンスの必

修化についてお答えいたします。

平成２４年度より中学校において、新学習

指導要領が全面実施され、武道とダンスが１

学年と２学年で必修となります。

今回の学習指導要領の改訂により、伝統や

文化に関する教育の充実に示されている国際

社会で活躍する人材の育成を図るため、我が

国や郷土の伝統や文化について理解を深め、

そのよさを継承・発展させることを受け、保

健体育において、男女とも武道を必修化した

ものであります。

また、健やかな体の育成に示されている、

生涯にわたって運動に親しみ、健康を保持・

促進し、豊かなスポーツライフを実現できる

ことを受け、球技やダンスなどを必修化し、

さまざまな経験をさせ、子供が将来取り組み

たいスポーツを選べるようにすることをねら

いとしたものです。

必修化に伴い、県教育委員会では、平成２

１年度から２３年度の３年間にわたり、武道

指導者講習会やダンス指導者講習会を開催

し、ともに保健体育担当教師が受講を終えた

ところであります。

用具については、十分ではありませんが、

平成２３年度において、移行期間として、各

校において、市内５中学校学校備品として、

柔道着、畳等の備品の整備を進めているとこ

ろでございます。

武道の指導に当たっては、受け身やわざの

基本的な習得のみならず、一つ目として、武

道は、我が国固有の文化であること。二つ目

として、礼に始まり礼に終わること。三つ目

として、相手を尊重し、勝敗にかかわらず相

手に敬意を払うこと。四つ目として、自分で

自分を律する克己心を理解し、取り組めるよ

うにする。これらの事項も大きなねらいとし

ているところであります。

ダンスの指導内容は、創作ダンス、フォー

クダンス、現代的なリズムのダンスで構成さ

れています。ここでは、表現方法の違いは

あったにしても、仲間のよいアイデアや表現

を称賛するなど、互いの個性や表現を認め

合って、だれとでも踊りに楽しく取り組める

ようにすることをねらいとしているところで

す。

教育委員会としましても、今後とも学校訪

問を通して、武道やダンスなどの指導が、学

習指導要領の目的や指導内容に即している

か、また、安全確保に留意した指導をしてい

るかなどについて、引き続き指導してまいり

たいと考えています。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） ７番。

○７番（藤田光彦君） 再質問させていただ

きます。

漁港施設の復旧についてですが、確かに復

旧は７８％に至っているということですが、

市長もお話ししたように、単なる復旧では、

なかなか漁業の継続、安定した漁港における

操業とか、なかなか難しいことだと考えてお

ります。

というのは、もう１回津波が来れば、単な

る復旧だったら同じような被害を受けるとい

う可能性もあります。

そこで、復旧事業には、どうしても津波対

策という要素も考えながら復旧を考える、そ

れが多分、今の防災の協議会からまとめ案が

出てくると思いますけれども、そういうこと

のためにそういう協議会を開いたと思います

けれども、例えば漁港においては、今、問題

になっているのは、氷をつくる施設にはコン

ピューターが１階に設置されていると、それ

も結構今、問題になっている。それをできる

だけ２階に上げたいと。それが津波に対する

対策であります。

また、燃料タンクは、ぜひとも埋設させた

いと、地下に埋めるような感じでつくりたい

とか、それから、事務所とか、ほかの施設は

できるだけ高台にしたいとか、そういう津波

に強い漁港をつくるような復旧を願っている

というのが漁港関係者の考えだと思っており

ますけれども、果たして今、単なる復旧では

なくて、そのような要素も取り入れて、もう
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１回この計画をつくり直していくような考え

がございますかどうか、お聞きいたします。

次に、駅前の交通渋滞についてお聞きした

いのですけれども、先ほど言いましたけれど

も、つまり、十鉄自身がこういう問題を本当

に真剣に考えているかと、どのような考えを

十鉄自身が持っているか、それを私は伺いた

いと思います。

それについて、先ほど午前中に加澤議員の

答弁にもお話しされました、協議会とか検討

会を開いてやるということが言われておりま

すが、それに対して結果が出るというのはな

かなか、例えば来年とか、そういう短期間に

はなかなか出ないと思う。

私が今、質問しているのは、４月からどの

ような対策をとれるかということについて、

もう１回聞きたいと思っております。

武道とダンスに関しては、教育長さんは、

畳とかそういうのを準備していると言いまし

たけれども、五中においては、武道場が今、

新築されておりますけれども、三中において

は、今、武道の練習には、特に、柔道の練習

には、畳もない状況で、体操マットを使って

いるのです。そういうのは文部科学省でも指

摘されているとおり、ずれたりして足を挟ん

だりして危険だと言っております。

そういうことを考えながら、三中のことを

考えますと、もっと早くから、三中は、先行

的に柔道の練習をしておりますので、そうい

うことを考えますと、少なくても三中にとっ

ては、畳を用意すると。もっと前に畳を用意

して、柔道の練習をさせるということを考え

てほしかったのですけれども、そういうこと

は考えなかったかどうか。

もう一つ、三中に関しては、完成図を見ま

すと、体育館は既存の体育館を利用するとい

うことですけれども、先ほど私が一般質問で

言いましたとおり、政府としては、もし武道

場をつくる場合は、新築に２分の１の補助を

与えるということを考えておりますけれど

も、果たして、三中に新しい武道場をつくる

ようなことをお考えかどうか。それから、こ

の補助金は多分２５年で終わりだと思うので

す。２０年からこの補助金をやっております

ので、多分２５年で終わりますけれども、そ

の間に、三中において、補助金を得ながら新

しい武道場をつくるとか、そういうことを考

えているかどうか、お聞きします。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁願いま

す。

経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） ただいまの漁

港施設関係の津波対策の関係についてお答え

いたします。

津波対策につきましては、まず、復興計画

の中で、復旧期、復興期という形で、それぞ

れ期間を分けているわけですけれども、早急

に、まず、操業にとって必要なものというこ

とで、先ほど市長さんが答弁申し上げました

製氷貯氷施設とか、そういうことで取り組ん

でまいりました。

漁船用給油のタンクにつきましては、当

初、地下埋設とか、そういうことも考慮いた

しましたけれども、地下水位が高くて、やは

り地下に埋設するのは望ましくないと。それ

から、防風林サイドの離れたところにという

ことも協議いたしましたけれども、やはり離

れることによって、地震が来た場合に管が外

れたりとかということもあって、現在の場所

に落ちついたわけですけれども、いずれにし

ましても、復旧期については、まず、操業で

きるような形で取り組んでございます。

その後の復興期の段階になりまして、現段

階で、例えば漁協の事務所なり厚生施設等に

ついては、いろいろ復興委員会の中の下部の

部会においても、高台とか、そういう話も出

てございます。国のほうの予算の３次補正の

関係で、土地のかさ上げというのが認められ

てくるようですので、そういうことも考慮に

入れた上で、場所の関係とかを含めて、津波

対策については取り組んでまいりたいと考え

てございます。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部
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長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 駅前の交

通渋滞や安全対策について、事業者である十

鉄がどのようなことを具体的に考えているか

という御質問でありますが、三沢駅前を通過

するバスの本数については、相当数ふえるだ

ろうと予想されます。

このことから、同時刻に複数台数停車しな

いように、駅の到着時刻をずらしたダイヤ編

成をまずしたいということを聞いておりま

す。

次に、現在のバスの乗りおりにつきまして

は、前から乗って前からおりるような方式で

ありますが、特定の便では、前から乗って後

ろからおりるようなことも検討してまいりた

いと、これによって交通渋滞等を防ぎたいと

いうことでございます。

決まりました際には、広報等で十分周知さ

れるように徹底を図ってまいりたいと考えて

おります。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 再質問にお答えし

ます。

先ほど柔道について、特に質問がございま

した。柔道については、畳の件で、まず最初

にお答えしたいと思います。

まず、一中については、大三沢柔道協会柔

道場が今、所有している場所をお借りして授

業を行っております。二中、五中、堀中につ

いては、専用の柔道場を使用しております。

三中については、今現在、新築に伴う小中

一貫の地域型の連携協議会というのを今、立

ち上げて、四つの部会でもって話を進めてお

ります。人数等の関係から、体育館に畳を敷

くか、今、多目的ホールという一つの施設を

設計の中に一つつくることを予定しておりま

す。そこでも柔道も十分できるということ

で、二つの、時期にもよると思うのですけれ

ども、教育課程に合わせた形で使っていくと

いうような形で、学校のほうから了解を得て

おります。

ちなみに、時間数等でいいますと、三中

は、今年度８時間から１０時間やっておりま

す。来年も今年度同様ということですので、

その教育課程に合わせた形で、体育館に畳を

敷くか、多目的ホールに畳を敷いて柔道をや

るという形で対処したいと思っています。こ

れは、学校のほうから上がった意見を最大限

重要視した形でございます。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） ７番。

○７番（藤田光彦君） 駅前の渋滞について

再々質問いたします。

聞いていますと、まだまだ十鉄自身が、４

月からどういう状況になるかというのを真剣

に考えていないような……。

というのは、例えば、あの狭い道路に、両

側に生徒が何十人単位でばっとおりるわけで

す。特に、反対側におりる生徒がおりてから

（発言する者あり）、今度、横断歩道を渡っ

て駅前に下がってくるわけですけれども、１

０人、２０人ほどの、もしくは３０人、４０

人と、そういう生徒が団体を組んであそこを

渡るというのは、安全にとって大変な問題に

なると思っております。

そしてまた、あそこに１台バスがとまるご

とに、後ろにずっと車が並ぶというのが

しょっちゅう見られますけれども、こういう

ことも考えて、単なるバスの運行時間をずら

すとか、果たしてそういうことでこういう問

題が解消できるかどうか、どうも私は、十鉄

の考えには納得できないことがありますけれ

ども、もっと別な手段を短期的にとれない

か、４月から始まる前にとれないかどうか、

市としても何か考えがないかどうか。

たしか、部長さんは、安全対策がとれるよ

うなことを午前中言ったのを聞いております

けれども、何か別な、簡単に４月から始めら

れるような対策を考慮されているかどうか質

問します。

それから、武道ですけれども、政府がここ

まで力を入れて、武道を学ばせたいと思って

いるわけですけれども、せっかく今、補助金
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も出して、新しい武道場をつくってくれと、

そういう整備関係をしてくれと、そのために

は補助金も出すと言っているわけです。せっ

かくのこういうチャンスを逃さないで、武道

場をつくると、三中に。

つまり、永続的に武道を習うような、そう

いう設備をつくってみたいと、そういうよう

なもっと積極的な考えは出ませんか。

例えば、体育館のある場所を使って、畳を

並べてやるといっても、畳もしっかりとし

た、固定的でないとすぐずれますので、これ

もまた事故の問題になると思っておりますけ

れども、果たして今、あと２年間ありますけ

れども、三中に新しい武道場をつくって、恒

久的に、永続的に安心した環境で武道を学ぶ

ことができるということを考えながら、新し

い武道場をつくるということを政府に申請す

るとか、そういう考えはないでしょうか。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁願いま

す。

政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 駅前の安

全対策についてお答え申し上げます。

議員さん、現在、十和田観光電鉄を使って

通学されている方のすべてが三沢駅でおり

て、三沢駅で乗るようなイメージをお持ちか

と思いますが、十鉄のほうで考えているの

は、路線延長を考えております。三沢高校前

にターミナルを設置したり、公会堂前まで延

ばして設置する。それと、十和田市内に入っ

ても、各十和田工業高校、三本木農業高校、

三本木高校の前でおりられるようにすると。

そのため、乗降客がかなり分散しますので、

思ったよりも１カ所には集中しないだろうと

いうことであります。

ただ、これらの対策は過渡的な対策ですの

で、抜本的な対策はどうしても必要かと思い

ます。そのために、土地所有者等である十

鉄、県と時間をなるべくかけないようにして

協議を進めたいと考えております。

以上です。

○副議長（小比類巻雅彦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 新しい武道場建設

の助成に関しては、学校の管理、授業での人

数等も考慮し、学校のほうに御相談申し上げ

て、情報提供し、そして、検討してまいりた

いと考えております。

○副議長（小比類巻雅彦君） 以上で、７番

藤田光彦議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１３番西村盛男議員の登壇を願います。

○１３番（西村盛男君） 拓心会の西村盛男

です。

早速ではございますが、通告に基づきまし

て、安心・安全な道路整備問題、起業・雇用

機会の確保問題の２件について御質問させて

いただきます。

まず１件目、安心・安全な道路整備問題に

ついてであります。

皆様御承知のとおり、国道３３８号は、

我々三沢市民にとってはもちろん、沿線市町

村民にとりましても、日々の生活や広域的な

経済活動等を行う上で、なくてはならない非

常に重要な道路であると言えます。

しかしながら、国道３３８号の現状に目を

移しますと、車道の幅が狭い上、急カーブの

連続している箇所が多いことや、歩道未設置

及び歩道の狭い区間があることに加え、多く

の通勤車両や大型車両が行き交うために交通

事故等が懸念されており、三沢市民の日常生

活に対して大きな不安を与える問題が山積し

ているわけであります。

また、このたび震災並びに福島原発事故を

受け、全国的に防災対策の充実・強化に対す

る機運が高まる中、緊急時避難道路や救急救

難道路という観点から見ましても、下北地方

と三沢市、そして、青森県南地方をつなぐ唯

一の太平洋沿岸ルートとして、高瀬川架橋の

整備が喫緊の課題となっている実情から、地

域住民の生命を守る道でもある国道３３８号

の整備促進が望まれるところでございます。

そのような中、これまで三沢市では、平成

１０年度より国や県に対し、継続的な要望を

されてきておりますが、議会におきまして
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も、長きにわたって実現の可能性を模索して

きた経緯がございます。

しかしながら、現在、歩道拡幅に関しまし

ては、三川目付近において多少の進捗が見ら

れておりますが、高瀬川架橋新設に至っては

なかなか進捗が見られないのが現状でありま

す。

もちろん国や県の財政的事情等々もあり、

早期実現は容易ではないことも承知しており

ますが、今後の三沢市、周辺町村の発展、ま

た、地域住民の安心・安全な生活を守るため

に、そして、何よりも震災を経験した今この

ときだからこそ、国道３３８号の整備促進に

関しましては、沿線市町村が一丸となり、よ

り強力に行動を起こしていく必要があると考

えます。

そこで、質問いたしますが、当市では、国

道３３８号架橋新設及び歩道拡幅について、

現状をどうとらえ、今後についてどのような

お考えをお持ちなのか、お伺いいたします。

次に、２件目の起業・雇用機会の確保問題

についてでありますが、１点目の空き店舗対

策に関しまして、先ほど天間議員との内容に

重複する部分がありますが、若干観点が異な

るとの思いから、通告どおり御質問させてい

ただきたいと思います。

昨今の社会的な経済不況等の影響から、当

市においても起業機会や雇用機会の確保が著

しく困難な状況にあります。

平成２１年の三沢市市議会第４回定例会に

おける一般質問でも申し上げましたが、この

問題は、老若男女を問わず多くの市民の方々

に関係するものではありますが、とりわけ、

この先々仕事をしながら三沢を支え、家族を

支え、そして、人生の先輩方へ恩返しをして

いかなければならない若い世代にとりまして

は、極めて深刻な問題であると認識しており

ます。

そのような中、現在、当市におきまして

は、新たに商売を始めたい人や職を得るため

にスキルアップを図りたい方々をサポートす

るため、低金利融資制度や職業訓練校等があ

りますが、実際には十分に活用されていると

は言いがたい状況であり、どれもまだまだ充

実・改善の余地があろうかと思います。

やはり経済的補助も必要ではありますが、

それだけではなく、やる気を持って職を求め

ている人、起業するためのさまざまな知識を

得たい人、そして、現在、事業をされている

方々それぞれにとりましても、個々のニーズ

に合致するようなＩＣＴ関係やビジネス英会

話等、多種多様なスキルを身につけられる環

境が何よりも必要であると考えます。

実情としまして、仕事に関するスキルアッ

プを図るために、三沢よりも学ぶ場が充実し

ている県外、市外へと出かけていく方々もお

り、そういった方の中には、そのままその他

の地域に就職、居住してしまう、そういった

ケースもあると聞いております。これは、三

沢市にとって優秀な人材を失ってしまう、大

きな損失でありますし、人口流出にもつなが

る問題であると言えると思います。

やはり地元の人材を地元で育てられる環境

をつくり、そこで育って人材は、地元で商売

を興していただき、その商売を興した人は、

地元で雇用を生んでいただく、そして、ひい

てはそれが三沢市の経済活性化へとつながる

といった一連の流れが理想でありますし、ぜ

ひ当市においても、これから起業を志す人材

や職を求める人材に対して光を当てていただ

けるような施策を期待するところでありま

す。

そこで、質問いたしますが、まず１点目

は、起業を志す方々に対し、例えばネット上

や、空き店舗を実際に見学できるような環

境、そのような場を設けるなど、有益な情報

を市から積極的に発信していく、そのような

行政努力も必要と考えますが、市の見解を伺

いたいと思います。

２点目は、雇用拡大及び人材育成という観

点から、今後、当市ではどのような方策をお

考えか、その点についてお伺いいたします。

以上で、私の一般質問を終わります。御答

弁のほどよろしくお願いいたします。
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○副議長（小比類巻雅彦君） ただいまの１

３番西村盛男議員の質問に対する当局の答弁

を求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの西村議員

さんの御質問のうち、雇用拡大及び人材育成

の方策については私から、その他につきまし

ては担当部長からお答えをさせますので、御

了承願いたいと思います。

西村議員さんの御指摘のとおり、雇用関係

が厳しい中におきましては、企業が必要とす

る人材の育成は、雇用に結びつけるための重

要な課題であると認識をいたしております。

また、雇用を拡大していくためには、企業

の業績向上が何よりも必要であり、企業側の

経営力向上も課題であると認識いたしており

ます。

このようなことから、去る１１月２日、厚

生労働省に対しまして、雇用拡大メニュー、

就職促進メニュー、人材育成メニューの三つ

の柱で構成する地域雇用創造推進事業提案書

を提出いたしたところであります。

今回の事業の提案が採択された場合、１０

０％の補助率で、雇用創出のための各メ

ニューを実施していくことになります。

事業提案いたしました内容でありますが、

雇用拡大メニューは、国際色を生かした商店

街づくりの創出、新商品の開発及び営業力の

強化などの５事業でございます。

就職促進メニューは、企業等就職希望者の

マッチングを行う就職機会の提供などの２事

業でございます。

それから、人材育成メニューにつきまして

は、就職希望者のスキルアップのため、ビジ

ネスマナー、品質管理、衛生管理、ＩＴセミ

ナー及びビジネス英会話などの７事業となっ

ており、全１４事業の構成となっているわけ

であります。

今後とも企業の誘致、あるいは市内企業へ

の支援を行いながら、企業の求人ニーズの把

握に努め、就職希望者のスキルアップを支援

するとともに、企業と就職希望者のマッチン

グを行うことによりまして、三沢市内の若い

人材が市内に就職できるように取り組んでま

いりたいと考えてございます。

私からは、以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） 起業並びに雇

用機会確保問題の１点目、空き店舗対策につ

いてお答えいたします。

天間議員の答弁と重複する面もありますけ

れども、現在、市で把握している空き店舗で

ございますが、平成２３年１１月末現在、市

内１７商店街区の計５２２店舗のうち９５件

が空き店舗となっており、約１８％の空き店

舗率となっております。

特に、中心市街地の一方通行通りに面した

４商店街におきましては、計１３６店舗のう

ち、空き店舗３９件となっており、２８.７

％の空き店舗率となっております。

これまで中心市街地ににぎわいを持たせ、

商業集積を図るため、中央町地区土地区画整

理事業やアメリカ村広場整備事業などを実施

し、商業基盤の整備を進めたほか、多彩なイ

ベントの開催にあわせて、中心市街地商店街

の販売促進を図り、三沢らしくアメリカン

ティストな個性のある商店街形成を目指して

きたところであります。

しかしながら、円高、リーマンショック、

震災後の影響などさまざまな要因があり、十

分な活性化がなされず、結果として空き店舗

が解消されていない状況となっております。

今年度におきましては、タウンマネジャー

を中心として、スカイプラザの健全経営化を

目指すとともに、イベント等の機会を通じ

て、各商店街との連携を図るための活動を

行っておりますが、来年度におきましては、

国際色を生かした商店街創出塾の創設や販売

戦略セミナー、新商品開発セミナーなどの人

材育成事業を実施し、商店街への新規参入を

促進させたいと考えてございます。

また、住宅新築リフォーム事業の手法を用

いまして、新たに店舗を出店する場合の内装

費などを補助することも検討していきたいと
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考えております。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 建設部長。

○建設部長（中西敬悦君） 御質問の安心・

安全な道路整備問題の国道３３８号の整備促

進についてお答えいたします。

国道３３８号は、原子力関連施設の立地す

る下北半島と青森県南部を結ぶ主要な幹線道

路でありますが、当該路線は、歩道や路肩の

狭い区間が多いなど、交通安全の観点からも

課題の多い路線であると考えております。

特に、さきの東日本大震災の際において

は、緊急避難道路や物資輸送路として、同路

線整備の重要性を改めて感じたところであり

ます。

当該路線の整備促進につきましては、当市

から路線を管理する青森県に対し、かねてか

らさまざまな場面で要望してまいりました

が、平成１９年度からは、さらに、当市をは

じめとした沿線のおいらせ町、六ヶ所村、東

通村の４市町村で構成するエネルギーの道国

道３３８号整備促進期成会を設立し、一丸と

なり、整備促進を求めているところでありま

す。

特に、同期成会における今年度の要望活動

につきましては、構成市町村の各議会からの

御賛同をいただき、議会と一体となり、より

強力に要望活動を実施したところでありま

す。

当該路線を管理する青森県では、泊－白糠

間のバイパス整備やおいらせ町二川目地区の

歩道整備のほか、今後は、三川目地区の歩道

拡幅整備を順次進めることとして、平成２２

年度より同地区の測量調査に着手し、三川目

小学校を中心に、南北各２００メートルの約

４００メートル区間について、平成２５年度

末の供用開始を目標に事業を進めたいとして

おります。

また、当市から六ヶ所村倉内方面への唯一

のルートとなる現在の高瀬川第二橋のバイパ

スとなる架橋新設道路の整備を求める要望に

関しましては、高瀬川を管理する国土交通省

において策定している高瀬川河川整備計画に

基づく、放水路拡幅事業の着手が不透明なこ

とから、県としても当面、橋梁の拡幅や現道

対策等の事業を検討したいとのことでありま

す。

しかしながら、国道３３８号の整備促進に

つきましては、交通安全や地域経済の活性化

はもとより、緊急避難道路といった観点から

も喫緊の課題であると考えておりますことか

ら、今後とも歩道拡幅の事業促進、あるいは

架橋新設道路の早期事業化などにつきまして

は、青森県をはじめとした関係機関に対し強

く働きかけてまいりたいと考えております。

○副議長（小比類巻雅彦君） １３番。

○１３番（西村盛男君） それでは、再質問

させていただきます。

１点目の３３８の件なのですけれども、本

当に緊急時の避難道路として必要不可欠なの

だということは、非常に思いを同じくすると

ころで、特に、架橋のところなんか、たられ

ばの話になってしまうと、余り好ましくない

かもしれないのですが、本当に六ヶ所、下北

地方で何かがあったときに、あそこを通って

自衛隊や米軍の方が人々を助けに行ったりと

か、また、六ヶ所には三沢から多く勤めに

行っている人もいますので、その人たちが

こっちに帰ってくる道でもあるし、本当にそ

ういう意味では、エネルギーの道とも言われ

ていますけれども、命の道とも言えるよう

な、本当に大事な道路であり、あそこの架橋

は大事なポイントであり、これから本当に強

力に、先ほど御答弁の中にもありましたけれ

ども、行動を起こしていかなければなと、思

いを持ったところでもありました。

それで、今後強く御要望していただく中

で、やはり三沢だけの問題ではなくて、周辺

の町とか村とかもあるかと思います。その中

でも市である三沢市が中心となって、周りの

町村を引っ張っていくようなリーダーシップ

を、市長が中心になってとっていただきたい

という思いがあるわけですが、この点につい

て、市長の御見解といいますか、それをお聞
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きしたいと思っての再質問でありました。よ

ろしくお願いいたします。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁願いま

す。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

先ほども部長のほうから答弁があったわけ

でありますが、この問題については、もう何

回となく陳情をしておりますけれども、要す

るにこの道路については、まさに私どもがお

願いする立場ではなくて、むしろ国が責任を

持ってやるものであるというふうなことを申

し上げているわけでありまして、特に、原発

の事故等もあって、そういう観点の中でも、

特に今回は、そういう意味を持っても当然や

るべき事業であるというようなことを申し上

げておりまして、特にことしは、関係市町村

の期成会というものをつくっておりますけれ

ども、その中でも、議会とも一緒になってお

願いをした経過もございまして、強力にお願

いをしているわけでありますが、今後ともそ

ういうことで。

この前も平野国交大臣が八戸に来たときに

も、そのことを申し上げた経過もございます

が、いずれにいたしましても、高瀬川の道路

等も大型がすれ違いできないような状況だ

と。しかもまた橋が壊れると、まさに陸の孤

島だというようなこともあわせて、危険度を

重視しながらお願い申し上げたということで

ございますので、引き続き申し上げていきた

いと思っております。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 以上で、１３

番西村盛男議員の質問を終わります。

この際、午後２時５５分まで休憩いたしま

す。

午後 ２時４２分 休憩

────────────────

午後 ２時５４分 再開

○副議長（小比類巻雅彦君） 休憩前に引き

続き、会議を開きます。

それでは、一般質問を次に移ります。

１７番山本弥一議員の登壇を願います。

○１７番（山本弥一君） 光陰矢のごとし、

歳月人を待たずというか、ことしもあと２週

間を残し、暮れようとしております。この１

年を振り返って思うとき、去る３月１１日発

生した、地震の規模マグニチュード９という

巨大地震が東日本を襲いました。

その被害は、東北から北関東まで広範囲に

及ぶ甚大なもので、地震による大津波によっ

て幾つもの町が丸ごと消える悲惨きわまりな

い惨事となりました。

そして、今や世界最悪となった福島第一原

子力発電所の事故であります。放射性物質が

放出されたことから、影響はこの先何十年も

の間、健康被害や風評被害などはかり知れま

せん。このことが復興に暗い陰を落としてい

ます。一日も早い復興を願ってやみません。

それでは、ただいまより通告に基づきまし

て質問させていただきます。

まずはじめに、政治姿勢問題からでありま

す。

市長は、市民の声を聞く、市民とともに歩

むまちづくりを公約に掲げているところであ

ります。初心忘れるべからずという言葉があ

ります。初心とは、最初の発心のことであ

り、決心及び決意を意味します。

我々人間は、何事かをなし遂げようと志し

ても、時間がたつとはじめのかたい決心があ

やふやになりがちであります。人間、悩んだ

り壁にぶち当たったとき初心に返るに限りま

す。

格言の中に、「鏡にうつる我が姿つんとす

ませば向ふもすます、にらみつければにらみ

てかへす、兎角浮世は鏡の影よ泣くも笑ふも

己れ次第」というのがあります。このことわ

ざに象徴されるように、リーダーとして、責

任のすべては自分にあるという強い信念を持

つことは重要であります。

よって、無責任に逃げてしまうような弱気

であっては、最初からリーダーの資格はな

かったも同然であります。一度しかない人



― 45 ―

生、かけがえのない人生、これだけはやり抜

くと願う初心はまことに貴重なものでありま

す。

特に、市長の社会的に価値ある市民ととも

に歩むまちづくりの初心をいつも忘れず、そ

の実現に向け努力することを市民とともに御

期待を申し上げ、本日は、このことを踏まえ

質問させていただきます。

その第１点目、ＴＰＰ問題と本市の農業に

ついてお伺いをいたします。

このたび野田首相が、環太平洋連携協定、

いわゆるＴＰＰ交渉への参加を表明したとこ

ろであります。これまでの国内の議論は余り

にも白か黒かで論じられてきています。ＴＰ

Ｐ賛成派は、この機会を逃すと日本経済は二

度と立ち直れないかのような議論を展開し、

また一方、反対派は、経済社会の枠組みが根

本的に変わるかのように主張しています。

ＴＰＰの影響は、本来長期的なもので、そ

の影響のあらわれ方もこれからの政策次第で

大きく異なってきます。

仮に、ＴＰＰに加入しなければ、現在の状

態が続くだけのことであります。しかし、長

期的には、東アジアにおける自由貿易の流れ

におくれをとり、農業の地位もさらに低下し

続けることが予想されます。反対に、ＴＰＰ

に加入したからといって、直ちに日本経済が

元気になるわけでもありません。

我々は、特に注意すべきことは、輸出の増

加がメリットで、輸入の増加はデメリットと

いう姿勢ではなく、輸出も輸入もふやしてい

くという政策姿勢が重要課題であります。

なぜならば、貿易の自由化は、輸出入がと

もに増加することで、はじめて国民や企業が

国際分業の利益を享受できるからでありま

す。輸入を排除していたら、せっかくの自由

化の効果が国民生活に及びません。

したがいまして、ＴＰＰを機に国内経済の

構造改革を進めることが重要であります。Ｔ

ＰＰの大きなメリットは、それまで輸入障壁

で守られていた国内産業を効率化させること

にあります。この効果を発揮するためには、

資源の移動を弾力化させ、より多様な主体が

成長分野に参入できるよう規制の見直しを進

めるべきであります。そのことによって、我

が国は、東アジアの経済統合でリーダーシッ

プを発揮できると信ずるものであります。

東アジア地域の活力を我が日本が取り入れ

ていくためには、投資をはじめ、知的財産な

どについて共通のルールが必要になってきま

す。我が国はこのルールづくりに積極的に参

加していくことが重要課題でございます。

日本の物づくりは、ライバルと争い発展を

重ねてまいりました。一方、正反対に、昔な

がら変化に抵抗し続ける領域があります。そ

の代表は、農業をめぐる考え方やシステムで

あります。

だが、政府はＴＰＰ交渉参加へと動いてお

ります。市場を開くか、はたまた閉ざすの

か、保護か競争か、議論は膠着しています。

生かすか、殺すかという議論は、判断の材料

も覆い隠すことになるおそれがあります。

今日まで、政治の世界で農業という票田

は、選挙の行方を左右する肥沃な大地へ肥料

を過剰に投じても手放さない理由がありま

す。

一方、しがらみのない改革で新芽を育てる

期待された民主党だが、日本型の戸別所得補

償のようなばらまきの種ばかりふやしていま

す。

以上のように、進化から取り残された農業

政策で、米の生産調整のような日本の固有の

やり方が育ってきました。つくりたくてもつ

くれない、売りたくても売れない。結果、農

家は変わらず、農業は変わらず。変わらない

ように見えるふるさとが、これではいつしか

活気が消えていきます。

毎日の食を担っている農業が滅びていいな

どと思っている人は１人もいません。しか

し、その代弁者として、農業団体がテレビ等

でこぶしを振り上げ叫ぶ姿には、違和感を覚

えます。さらに、政治家の署名を集め、考え

直せと迫る手法に至っては、弱者の側を装う

脅しのように見えてなりません。
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今後は、ＴＰＰの政治の議論は、農業対策

と予算獲得へと向かうでありましょう。だ

が、議論の焦点は、日本の農業の現実にきち

んと当たっていくことを期待するものであり

ます。そうでなければ農業の地位もさらに低

下するおそれがあります。

その際、食料自給率が高ければよいのか、

はたまた、米の減反を続けていくのか、今の

戸別所得補償は正しいやり方なのか、社会が

共有すべき論点が激論の器の中で燃え尽きて

しまっては元も子もありません。

これまでの農業は、守るという言葉で変化

を封じられてきた面もありますが、農業者の

中にもみずから進化の道に挑戦している方も

多くございます。農業経営もやり方次第では

ビジネスとして成り立つと信ずるものであり

ます。それには、農地を集約化し、大規模経

営の農業の確立が重要課題であります。

問題は、農業を特殊な世界と位置づけない

ところからスタートしなければ、独立志向を

高めることはできません。こうした挑戦と意

識こそが可能に満ちた世界にたどり着くはず

であります。自己改革なくして農業の振興は

ありません。農業者の方々が本市の安住の土

地から首をもたげ、背伸びをしてこそ見えて

くる地平線があります。

本市の基幹産業は農業であります。市長

は、全国農業協同組合連合会の会長を経験さ

れた方でもあります。その経験を生かし、大

局の流れを見失うことなく、ＴＰＰへの本市

の農業政策に、農協と一体となってどのよう

な取り組みをされるつもりなのか、答弁を求

めるものであります。

次に、第２点目、職員の綱紀粛正の取り組

みについてお尋ねをいたします。

学校給食費や消防職員の公金無断使用をは

じめ、下水道使用料の未徴収問題等、職員の

不祥事が連続的に発覚して、市民の信頼と信

用を失い、非難されております。まことに遺

憾で残念でなりません。

地方公務員法第３０条によると、すべての

職員は全体の奉仕者として、公共の利益のた

めに勤務し、職務の遂行に当たっては全力を

挙げて、これに専念しなければならないと、

服務の根本基準を定めているところでありま

す。

したがいまして、すべての職員の服務の基

本姿勢は、全体の奉仕者であり、全力を挙

げ、一身をささげて勤務に精励しなければな

りません。これは、地方公共団体である行政

は、住民全体から信託を受けたものであっ

て、この信託に基づく政策を実施するために

職員が雇用され、その職務の遂行に当たって

は、住民全体に奉仕することは当然の責務で

あります。

この点、一般の民間の労働者のように、利

益を追求する一部の組織体と違って、公務員

は、民間企業には見られない法律上の強い身

分保障を受け、職務に専念することが義務づ

けられております。

よって、職員にとっては、自発的な職務遂

行の倫理であります。しかし、一部の奉仕概

念の希薄から、これが全体に悪影響を与える

ようなことがあっては、事はまことに重大で

あります。

任命権者はもとより、職員を監督する管理

職にあっては、常日ごろ厳正な姿勢で、職員

全体がサービス精神に徹し、全体として能率

が向上するよう指揮監督しなければなりませ

ん。市民の不信感を持たれないため、いささ

かなりとも住民の願いに反し、すきま風が吹

き込むようなことであってはなりません。そ

こに厳正、公平な人事管理の重要性が存在し

ています。

また一方、身分を保障されている職員は、

その職の信用を傷つけ、また、職員の全体の

不名誉となるような行為をしてはならない

と、地方公務員法第３３条に定めています。

職員は、みずから襟を正して、住民の模範で

なければなりません。

今回の市職員の不祥事が連続的に発覚した

事実は、住民の不信感を招くと同時に、信頼

と信用を裏切る行為であります。発覚した不

祥事を氷山の一角ととらえるならば、防止の
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手だてを講じる努力が重要であります。

不正行為を防止するためには、職員の自覚

と全体の奉仕者としての使命感に徹し、いさ

さかの油断のないような、自戒するほかはな

いであろうが、常に上司は部下の職員の私生

活に及んで、その行動に注目して防止に努め

ることが重要であります。

特に、許認可事務や工事をはじめ物品の発

注など、外部と交渉する事務に対する監督や

相互牽制のシステム等、不祥事の防止は事前

の対策いかんによるものと言っていいであり

ましょう。

市民は、一連の不祥事に対し、市長は、現

在の服務や勤務の専念状況についてどのよう

な認識を持って臨んでいるか、また、職員の

不祥事防止のため、どんな具体策を講じてき

たのか問われております。

これまでの職員の不祥事には、それぞれ一

定のパターンを感じます。人事の停滞をはじ

め、監督不十分に加え、特定職員の権限の集

中、そして、業務チェックの不備や会計公印

等の管理であります。

以上のパターンに対し、この機会に職員の

倫理を確立し、住民からの不信感に対し、信

用と信頼を回復するためにも、細部にわたる

職員の倫理条例を定め、職員の綱紀粛正を図

るべきと思うが、その取り組みについて答弁

を求めるものであります。

次に、質問を移ります。

行政問題の第１点目、国際語大学設置につ

いてお伺いをいたします。

本市のまちづくりの基本理念は、「人とま

ち みんなで創る 国際文化都市」の実現で

あります。個性化はまちづくりの上でも重要

な意義があります。しかし、そのまちが真に

みずからのものであり、誇りと愛着を生み出

すものとなるような指針を打ち出さなけれ

ば、またまたもとに戻るおそれがあります。

それには、市民の知恵と自主性や創造性が

啓発となり、本市の有効資源の活用と生きた

機能分担によって、国際色という個性の魅力

が増幅されていくものと考えるものでありま

す。

したがいまして、これからの新しい時代

は、行政のこれまでの前例主義を改め、国際

化という現代社会にマッチした感覚の持ち主

である若者のアイデアと実践力の活用を大い

に図り、若者に国際化時代に夢を持たせるこ

とが重要課題であると思っております。その

ための人材開発の施策の具現化を目指すべき

であります。

我が国は今、世界の中の日本として、国際

化時代を迎え、メディアの発達で高度情報社

会へと時は変わり、ますます地球が狭くなっ

てきているところであります。

しかし、今日まで日本人は、漢字と英語の

字体をはじめ、スペルのつづりや主語と述語

の違い及び単語の意味等の相違から不得意と

なって、外国を異質なものと受けとめ、みず

から孤立化社会を送ってまいってきていると

ころでもあります。

国際化時代を迎え、今後ますます外国文化

に接する機会がふえ、英語は世界の共通語と

して、文化交流の主軸になっています。

本市は、本格的な国際化時代を迎え、食料

やエネルギーなど、世界的な課題が顕在化す

る中で、コミュニケーション能力と豊かな国

際教養を高め、外国企業との諸取引などに関

する高度な専門知識等を身につけた実践力の

ある人材養成を目指して、国際交流型学園都

市構想の実現に向け、県へ重点要望してま

いってきましたが、しかし、いまだにその実

現が見えておりません。

聞くところによれば、実現の可能性に向

け、取り組みはされているというが、本市の

特色を生かした英語通訳のできる人材のため

にも、大学設置することが本市発展のかぎと

なると考えます。今こそ大学設置実現に向

け、市長の知恵と実行力を上げる地道な努力

が問われ、正念場を迎えております。この試

練を打ち破ることによって、はじめて新しい

国際文化都市像の展望も開かれると信ずるも

のであります。

そこで、国際語大学設置実現の見通しにつ
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いて、市民も関心を寄せていますので、その

取り組み等について、現在どのように相なっ

ているのか、答弁を求めるものであります。

最後に、経済対策事業についてお尋ねをい

たします。

住宅は、衣・食とともに、人が生活する上

で最も基本的な問題であります。近年、本格

的な少子高齢化社会を迎え、３世代同居住宅

や高齢者向け住宅などの需要も高まっていま

す。

また一方、住民が質のよい住宅を求めてき

ているところでもあります。

これまで住宅建設は、時の景気対策の目玉

事業として、政府の住宅公庫資金等が投入さ

れてきたが、その戦略は民間企業や民間投資

家のもとで実施されてきております。

近年、各地方公共団体は、いわゆるアイデ

ア行政によって、先取りしようとする機運が

各地に盛り上がりを見せてきております。

これまで、行政だけが旧態依然として、た

だ従来からの仕事を繰り返してきておりまし

た。これに対し、地方にふさわしい先取り行

政を進めるために、これまでの行政概念にと

らわれず、発想の豊かなアイデア行政を推進

することが重要課題となってきているところ

であります。

ある新聞の社説に、自治体は住民にこたえ

ているかと題して、地方公共団体は、ひたす

ら物づくりに追われて、それが住民の将来に

どうかかわっていくか判然としないまま、予

算の消化に心を砕いている事例は珍しくな

い。依然として住民不在の行政が行われて、

先の見通しのないまま、その場限りの仕事に

終わっていると、厳しく論評を加えていま

す。

近年、生活様式の多様化に伴い、住宅に対

する質の高い欲求が生じています。

今年度、本市では、新規の経済対策事業と

して２,０００万円の予算措置で、産業活性

化住宅新築リフォーム支援事業を実施してき

ているが、住民に大変人気があり、既に予算

を消化していると聞き及んでおります。

市民によい住宅環境づくりの提供を促すた

めにも、また、景気対策事業としても、今

後、積極的に増額を図り、政策を継続して、

住民の理解を深めていく努力を惜しんではな

りません。

この経済対策である新築リフォーム支援事

業を継続していくべき施策であると考える

が、今年度の事業の成果、本市の経済波及効

果額はどのくらいなのか、はたまた今後の増

額に対しての見通しについて、答弁を求める

ものであります。

以上で、私の一般質問を終わります。

○副議長（小比類巻雅彦君） ただいまの１

７番山本弥一議員の質問に対する当局の答弁

を求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

さん御質問のうち、今後のＴＰＰ対応への市

農業対策の取り組みについては私から、その

他につきましては副市長及び担当部長からお

答えをさせますので、御了承願いたいと存じ

ます。

先日、政府は、ＡＰＥＣ首脳会議におい

て、ＴＰＰの参加に関し、交渉参加に向けた

関係国との協議に入ることを表明いたしまし

た。

仮定の中で申し上げるのはどうかと思いま

すが、仮にＴＰＰに参加することになった場

合には、全品目の関税を１０年以内に原則全

面撤廃するということになりますことから、

もう新聞、マスコミで報道しているとおり、

工業や農業をはじめとする、金融や医療な

ど、国内産業にさまざまな影響を及ぼすもの

と予想されているところであります。

この中で、農業に限って言いますと、当然

ながら安価な農畜産物の輸入によりまして、

国内農畜産物の消費は低迷する可能性がある

ことから、国内の生産者や、あるいは農業関

連産業が大きな打撃を受け、ひいては、食料

自給率の低下を招くことにもなるのではない

かと懸念されるところであります。

さらには、輸入農産物の遺伝子の組みかえ
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や残留農薬値の安全基準の緩和によりまし

て、食の安全性の問題も考えられますが、反

面、消費者としては、いわゆる輸入農産物を

安価に求めることができることも考えられる

わけであります。

このように農業においても、ＴＰＰの参加

によりまして、さまざまな影響を受けること

が予想されておりますが、現段階におきまし

て、国からは、ＴＰＰ交渉に関する明確な情

報が示されていないことから、今後の国の動

向や社会情勢の変化、あるいは農業に対する

施策の進展を見きわめる必要があると感じて

おります。

野田総理は、土地の集積について助成を

云々ということも言われておりますが、いず

れにいたしましても、ＴＰＰに参加する、し

ないは別として、国際社会の枠組みの中で、

当市の基幹産業である農業を持続可能なもの

にするために、安全・安心な農業の確立、競

争力あるいは強化などに向けた、必要かつ適

切な施策を講じながら、議員が言うような農

地の集積化をはじめとする、いわゆる農業経

営の規模拡大、あるいは法人化への誘導、ま

たは、生産基盤の整備を中心とした農業施策

を展開してまいりたいと思っております。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 政治姿勢問題の第

２点目、職員の綱紀粛正の取り組みについて

お答えを申し上げます。

御質問の職員倫理条例の制定でございます

が、平成１２年４月に国家公務員倫理法が施

行され、青森県においても、平成１３年４月

から、青森県職員倫理条例が施行されたとこ

ろでございます。

議員御案内のとおり、この倫理条例制定の

背景は、当時、関係業界との癒着による贈収

賄事件が相次いだこと、あるいは社会通念を

逸脱する接待や贈答品の受け取り等の問題が

多発したことにあると聞いております。

この倫理条例においては、職務に権限を持

つ幹部職員と利害関係者の間での贈与等の受

領の禁止、飲食やゴルフの禁止等の行動ルー

ルや届け出を定め、関係業者などとの接触な

ど、住民の誤解や不信を招くような行為を規

制することが主な内容となっております。

一方、職員の服務規律に関しましては、た

だいま山本議員さんから御紹介がございまし

たように、地方公務員法において、公務員は

全体の奉仕者であって、一部の奉仕者ではな

いことや、公務に対する住民の信頼を裏切ら

ないよう信用を保たなければならない義務を

負うこととされており、より高い行為規範が

求められているところでございます。

このようなことから、当市におきまして

も、地方公務員法に基づいた職員の懲戒の手

続及び効果に関する条例において、不祥事等

の軽重に応じて、免職、停職、減給などの懲

戒処分を科すことを定め、行為規範を逸脱し

た者に対しては厳しく対処しているところで

ございます。

また、不祥事等の防止策を講ずることも極

めて重要であることから、機会あるごとに職

員に対して文書、これは８月とそれから１２

月、年２回、文書で交付しているほか、口頭

で綱紀粛正等について注意を喚起していると

ころでございます。

さらには、毎年行っている職員研修におい

ても、公務員倫理に重点を置いた研修を実施

し、服務規律の徹底を図っているところでご

ざいます。

今後とも職員の倫理観の醸成を図るための

研修の充実を図っていくことはもとより、さ

らには、不祥事等の防止の観点から、どのよ

うな対策が効果的か、条例の制定も含めて検

討してまいりたいというように考えておりま

す。

○副議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部

長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 英語通訳

養成のための国際語大学の設置についての御

質問にお答えいたします。

当市では、平成１３年度から青森県に対

し、当市の地域特性を生かした国際系大学の
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設置を要望してまいりました。

しかしながら、県では、少子化などの影響

による厳しい大学経営の現状下では、新たな

県立の高等教育機関の設置は極めて困難との

ことであります。

このため、市では、有識者等から成る三沢

市国際教養教育推進研究会からの提言を受

け、三沢市の身の丈に合った高等教育機関と

して、市立外国語専門学校の設置を平成２１

年度から検討してきたところでございます。

この検討では、１学年３０名、総定員６０

名による英語科１学科の専門学校を想定いた

しました。その上で、三沢高校及び三沢商業

高校を含む県内の高校１８校の２年生を対象

に行ったアンケート調査の結果を踏まえなが

ら、国際交流センターを活用する場合の問題

点、さらには、学校経営におけるさまざまな

課題等について検討したところでございま

す。

これらの検討結果や近年の社会情勢から判

断いたしますと、大学生の就職率が過去最低

となる中で、毎年継続的に入学者を確保し、

英語を必要とする就職先が安定的に確保され

る見通しは薄く、将来の学校経営は非常に厳

しいものと予想されます。

このため、市といたしましては、外国語専

門学校の設置については、現時点では慎重に

ならざるを得ないものと考えております。

しかしながら、国際化がますます進む中

で、世界共通語としての英語力のみならず、

国際的素養を身につけた人材の育成が重要で

あることは今後も変わらないものと認識して

おります。

このようなことから、国際系高等教育機関

の設置については、長期的な課題として位置

づけることとし、三沢市総合振興計画後期基

本計画の策定作業の中で、国際社会に対応で

きる人材育成という観点から、当市の国際交

流や国際教育をさらに発展させるための具体

的方策、例えば英語教育にかかわる教員の研

修の場として、または、高校生等の海外研修

の事前の研修の場として、国際交流センター

を活用することなどを調査・研究してまいり

たいと考えております。

このことが、ひいては国際大学の設置につ

ながるものと期待しております。さらには、

県等へも引き続き御支援を申し上げ続けたい

と考えております。

○副議長（小比類巻雅彦君） 経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） 行政問題の２

点目、経済対策事業についてお答えいたしま

す。

平成２２年度からスタートいたしました産

業活性化住宅新築リフォーム事業でございま

すが、御承知のとおり、この事業は、市内企

業の倒産の防止、雇用の確保を図ることを主

たる目的として実施したものでございまし

て、市民が居住する住宅を新築、あるいはリ

フォームする場合において、市内事業者を利

用することにより、補助がなされる事業でご

ざいます。

平成２２年度の実績でございますが、新築

２１件、リフォーム５３件の計７４件の申し

込みがあり、総額１,５００万円の補助金額

に対し、契約工事総額では５億９,６００万

円余りとなり、投資に対し約４０倍の直接的

経済効果があったものでございます。

今年度におきましては、補助金総額２,０

００万円に拡大いたしましたが、春から順調

に推移してまいりまして、１１月末に予算額

に達したところでございます。

工事未了もありますことから、確定ではご

ざいませんが、平成２３年度は新築３０件、

リフォーム９９件の計１２９件の申し込みが

あり、総額２,０００万円の補助金額に対

し、契約工事総額では８億８,９００万円余

りとなり、投資に対し約４４倍の直接的経済

効果があったものでございます。

今後もこの事業を継続していくのかとの御

質問でございますが、聞き取り調査の結果、

建設事業者やリフォーム等をされた市民の皆

様からも大変好評をいただいており、また、

一定の経済効果が認められましたことから、

震災後の被災者への支援も含め、県の住宅補
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助事業とあわせながら、さらに経済効果の上

がる事業として発展させていきたいと考えて

おります。

○副議長（小比類巻雅彦君） １７番。

○１７番（山本弥一君） では、再質問をさ

せていただきます。

１点目のＴＰＰ問題でありますが、市長

は、国のほうではまだ議論している中で、そ

のうち決定してくれば、本格的に本市の農業

の、ＴＰＰ完全撤廃に向けて、規模拡大や

云々をやっていくのだという答弁だったので

すけれども、我が三沢市の農業者は、これま

で減反あって農政なしと言ってきておりま

す。この本市の農家は、減反に追いかけられ

て、担い手の後継者なし、田んぼは荒れ放題

で、休耕田ばかり、これでは農村社会の発展

には希望はありません。

ＴＰＰを機に農民が共同体の一員として、

自己の利害を捨てて、本市の農業の振興と、

まず、みずからの意識改革を図るため、市長

は、全農のトップをきわめた方でもありま

す。

これは、ウルグアイランド以来、ずっとウ

ルグアイランドで、国は、減反するとこのぐ

らい補助金を上げます。もらいなれ過ぎ、か

わいそうな面があります。本来、これではい

けないのです。やっぱり計画を持って規模拡

大なり、それらの補助金いっぱいあります。

それができていないのが本市の農業でもあり

ます。

何か新しい、そういうＴＰＰ等の動きと絡

みながら、仏沼干拓、現在、休耕田になって

おります。あそこをさらに改良を加えて、何

人かの農家で共同で大規模農業を目指すとい

う動きがあると聞き及んで、これらの芽をこ

れからでも、全部云々というのはなかなかは

じめは難しいと思います。そういう芽をどん

どん、市自体も、行政と一体となって、農業

者、農協はもちろん、ここから始めると、１

０年は長いようで、意外と短いです。

これらのトップをきわめてきたので、ウル

グアイランドのときから、日本の農業はどう

あるべきかをやってきておりますので、これ

らについて、小さな三沢市でありますけれど

も、それらをいち早く、私はできるのではな

いか。その奥の極意といいますか、何か秘密

の手があったら、再度この辺、こうやってい

くとこうなるという、夢でもいいですから、

やっていきたいというのがあれば、答弁を再

度お願いしたいと思います。

そこで、第２点目の綱紀粛正ですが、今、

副市長の答弁、今までも不祥事が起きるたび

に、綱紀粛正に取り組むということでやって

きております。しかし、結果はどうですか。

内部の罰則規定や規則があります。だけれど

も、全然作用していないと理解すべきです。

これから条例化の検討を含め──前も不祥

事があって説明があったときに、それからま

だ取り組んでないのですか。緩い。

内部の規定は、係長が責任が一番重くて、

先般の消防長、その人より軽いのですよ、逆

なのです。なぜだめかというと、市民の目線

を忘れている。内部だけで、こうこうこう、

ああだ。問題は、市民の目線を忘れているか

ら再発、それが事実でしょう。一番厳しいの

は市長です。市長が一番、次は副市長、次は

消防長といくべきです。厳しく条例化を図ら

ないと直りません。また不祥事が起こったら

どうするのですか、市長は何もやっていない

ということにほかなりませんよ。

再度、職員の、条例化は即取り組みなさい

よ。３月まで、十分よその見本があります。

不祥事があって、インターネットとか調べれ

ばあります。そんな議論しなくたって、厳し

くやりなさい。いい三沢市、国際色に向けた

まちづくりをしなさい。

再度、職員の倫理条例化について、意気込

み。そうでないと、今度出たらやめていただ

きたい。副市長は、内部のトップが何だかん

だ、一番上は市長なのだけれども、そう心得

てください。やれます。再度答弁を。

市長から答弁の大学、学園都市構想、国際

交流センター、前の市長の時代から、まず準

備していく、できたはず、いろいろな団体も
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国際化に向けて、それがまだこれから、振興

計画の後期でどうこうと。何で準備ばかりし

て、一歩踏み出す勇気を持ちなさい。小さい

ことから、大きなことを考えなくても、専門

高等学校でいいですよ、まずそこから。ここ

は市長の、部課長では無理です。簡単にでき

ますよ、私だったら。

お金、銀行に行けばいっぱい余っていま

す。ただ、おらんどに貸したとこない、おら

んどに貸せと言えば貸さない、市役所なら貸

す。だから、きちんとできます。市長の決断

しかありません、ここまで来ると。やれませ

んよ、これまで１０年近くも議論してきてい

ると思うのだよね。だから、ここは市長の決

断。

再度、専門学校でもいいです。高等教育機

関設置に向けて、市長の腹はどうなのか、や

らないならやらないと言ってください。国際

文化都市で、今の部長の答弁だば、これだば

市民ががっかりする答弁だ。

そこで、活性化のやつ、それだけ。

○副議長（小比類巻雅彦君） この際、申し

上げます。

山本議員の質問時間が残り７分程度となっ

ておりますので、答弁は簡潔にお願いいたし

ます。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たしたいと思います。

ＴＰＰの関係について、全農云々というよ

うなことで、極意はあるかと、ありません。

あれば、大臣やっているはずでありますの

で。

ただ、農業の競争力というのは二つしかな

いと思うのです。一つは、やっぱりコストの

低減であります。これは、議員言うように、

やはり規模の拡大とか、あるいは省力化とか

効率化とか、それが一つである。

もう一つは、これは信頼の問題だと思うの

です。昔は、できたものを食べる、消費す

る。秋が来ると秋のものができる。ところが

消費者は我慢できないわけです。冬であって

も夏のものも食べたい。つくるものを今度は

提供する時代になった。ニーズに合わせてつ

くったわけです。

今はどうかというと、まさに信頼を与える

時代であります。いわゆる安心・安全の問題

だと思うのです。

かつてウルグアイランドで、野菜、果実が

関税をだんと下げられたわけであります。御

承知のように、米とかそういうのは７００％

とあるのですけれども、野菜、果実は何％と

低い関税率であります。特に、ニンニクの問

題は、中国から一たん入りまして、どうする

のかというようなことになりましたけれど

も、やはり安全・安心の問題が高騰して、今

はしっかりとすみ分けをして、１キロの値段

と１個の値段と同じような値段でありますけ

れども、やはり国産を食べていただいている

ということであります。

そういうことの中で、やはり二つの問題が

あると思うのです。ですから、我々は、一方

においてはコストの低減を限りなく追求して

いく。一方においては、安全・安心を追求し

て消費者に与えている。これが大きな競争力

だと私は思っております。

そういうことで、行政が何をやれるのかと

いうようなことでありますので、その基盤整

備なり、規模拡大なり、今、議員おっしゃる

ように、イカトの問題は、２００町歩、これ

を優良農地に変えて、いわゆる法人化をして

今やっているわけであります。

農業委員会も去年、アグリハローワークと

いうものを設けまして、やれというふうなこ

とで、いわゆる農地の集積を積極的にやれと

いうことで御提案を申し上げております。

いずれにいたしましても、何をやれるかと

いうことで、集中してやりたいと思っており

ます。

学校の問題については、部長からお話が

あったように、実は、専門学校というような

ことで、提言をいただきながらやったのです

けれども、結局は、アンケートをとったら、

なかなか今の若い人は東京のほうに出ていっ
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て、三沢に学校があっても入りたくないと、

こういう要望が随分出まして、非常に面食

らっているわけであります。

そうは言っても、やはり基地を抱えている

まちでございますので、何かの形で、会話の

中で英語を絶対身につけなければならないこ

とになっておりますので、沖縄でやっている

塾みたいなことから始めて、そういう方向が

目指せないのかと、いろいろなまとめをして

おります。御理解いただきたいと思います。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 綱紀粛正に関する

再質問にお答えをいたします。

先ほどもお話を申し上げましたが、国、県

でつくっている公務員倫理法、倫理条例は、

贈収賄というものを主に規制するための倫理

条例という定めでございます。

今回、２件の不祥事、消防職員の不祥事、

それから、学校事務職員の不祥事、これは横

領です。ですから、先ほど私、効果的かとい

うお話を申しましたが、やはりいずれも共通

とするところは、高い公務員倫理を保持す

る、維持する、醸成する、このことが非常に

重要だろうというふうに思います。

手ぬるいというふうなお話もあるかもしれ

ませんが、職員に対する徹底、それは当然

やっていきますし、条例についても真剣に検

討したいというふうに思います。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 山本議員の持

ち時間がなくなりましたので、以上で、１７

番山本弥一議員の質問を終わります。

─────────────────

○副議長（小比類巻雅彦君） 本日は、これ

をもって散会いたします。

なお、明日も引き続き、一般質問を行いま

す。

午後 ３時５５分 散会


